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公益社団法人２０２５年日本国際博覧会協会

２０２３年度 事業計画書（事業報告）

（２０２３年４月１日から２０２４年３月３１日まで）

１ 博覧会開催を見据えた取り組みの具体化とその推進

（１）企業・団体等の参加計画

ア 企業・団体等は、ともにテーマの実現を目指すパートナーであり、これまでの万博よ

りも幅広い参加ができるよう、多様な参加メニューを用意する事で、多くの参加を促

す

幅広い協賛の獲得に向け、大企業のみならず、中小企業及びスタートアップ企業等の

参加促進を主眼に置きながら、万博の会場整備および運営に必要な施設・物品・サービ

ス等の協賛募集を２回実施した。（①７月１２日から１０月１３日：第２回会場整備参加

／第５回運営参加、②２０２４年３月２８日から５月３０日：第３回会場整備参加／第

６回運営参加）

２０２４年３月１日までに新たに協賛が決定した３４者について、協会ホームページ

上で社名公表を行った。これにより、会場整備参加・運営参加の協賛者は、計１６７者

となった。

イ 民間パビリオン出展参加者とともに、魅力あふれるパビリオンの実現に向け、協議を

重ねる

出展者との会議を定期的に実施（２０２２年４月からの通算では計２１回）、情報の共

有と出展準備の進捗確認を行った。また、４月以降、敷地の引き渡しを随時開始した。

１０月４日と１０月１８日の２回に分けて「民間パビリオン構想発表会」を東京で行

い、各出展者の代表者から出展構想の発表を行った。

１０月２８日には、ツーリズム EXPO ジャパン（大阪）において、全１３者による構想

発表会を実施。さらに、１２月６日～８日に開催された、エコプロ 2023（東京）におい

て、各者のパビリオン構想についてパネル展示を行った。

年間を通じて、広報 PRの後押しに加え、個者個別の出展準備状況に対応したパビリオ

ン建築・展示・運営のサポートを積極的に行った。

ウ 催事協賛プロモート開始を見据え、催事特典の検討をすすめる

催事の協賛プロモート活動を進めるにあたり、プロモート資料の見直しとともに、各

催事場における協賛者の名称表示ルールなどの設計を行った。

協賛プロモート活動の強化を目的に、主催者催事の企画内容の深掘をはじめとするプ
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ロモート資料の充実化、および施設内での名称表示設置個所やサイズ、館内アナウンス、

協賛企業 PRコーナーの設置などの個別特典を具体的に設計した。

エ キャッシュレス決済及びデジタル地域通貨サービスを効率的、効果的に運営する

４月６日に「キャッシュレス決済」の本格導入及び「EXPO 2025 デジタルウォレット

サービス」の概要を公表し、５月１７日に大阪国税局とのキャッシュレスに係るコラボ

イベントを開催した。また６月２９日に「EXPO 2025 デジタルウォレット」独自の電子

マネー、独自のポイント、EXPO 2025ステータスに係る協力会社の募集、７月４日に「EXPO

2025 デジタルウォレット事業」サービスの愛称募集を実施した。

１０月２３日に「キャッシュレス決済・EXPO 2025 デジタルウォレット」の協賛企業、

「EXPO 2025 デジタルウォレット」の愛称、ロゴマーク決定及び１１月１日からの事業

連携サービスの開始を公表した。

デジタルウォレットの事業連携サービスでは、一般社団法人大阪外食産業協会、西日

本旅客鉄道株式会社、日本航空株式会社、株式会社バスキュールが運営する「KIBO宇宙

放送局」や大阪博物館機構、摂津市マラソン等の自治体との万博機運醸成につながる

様々なコラボイベントを実施した。

また、１１月１３日に「キャッシュレス決済・EXPO 2025 デジタルウォレットサービ

スに関するガイドライン」を発出し、１１月１５日のＩＰＭ（国際参加者会議）におい

て説明を行った。

さらに、２０２４年３月に金融庁が主催する「FIN/SUM2024」において、「日本のキャ

ッシュレスにおける課題とイノベーション 2025 年大阪・関西万博とそのレガシー」を

テーマとしてパネルディスカッションを行うとともに、会場において特別 NFT配布のコ

ラボイベントを行った。

その他、Web３イベントである「Digital Space Conference 2024」や「シオノギ・ミ

ュージックフェア」記念イベント等において、デジタルウォレットの PRを展開した。

オ 協会公式クラウドファンディングを募集し、万博への参加意識を醸成する

協会主体のクラウドファンディングの実施に向け、希望する部署に継続して確認を行

い、要望があったテーマ事業において実施に向けた検討を行った。

（２）協会テーマ事業の具体化

ア テーマ事業の建築計画・展示企画等の具体化をプロデューサーと協働して行う

【宮田館】４月２７日に実施設計・施工・解体事業者を公表し、１２月１日に着工した。

【河瀨館】５月１７日に実施設計・施工・解体事業者を公表、７月３日に奈良県十津川村

にて廃校舎の移設のための解体工事に着手し、２０２４年１月９日に夢洲に

て新築工事を着工した。
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【石黒館】５月３０日に現物協賛者ならびに設計・施工者を公表し、９月４日に着工した。

【中島館】５月３０日に現物協賛者ならびに設計・施工者を公表し、１０月１日に着工し

た。

【落合館】６月２３日に実施設計・施工・解体事業者を公表し、２０２４年１月９日に着

工した。

【小山館】８月９日に実施設計・施工・解体事業者を公表し、２０２４年１月９日に着工

した。

【福岡館】１１月２２日に着工した。

【河森館】２０２４年１月２２日に着工した。

イ ますますの万博の機運醸成を図るため、テーマ事業の進捗をウェブで発信する等、テ

ーマ事業の効果的なＰＲ活動を展開する

    各館の着工にあたり、順次安全祈願祭を行った。（９月１３日：石黒館、９月２０日：

中島館）

河瀨館については５月３０日に河瀨館のパビリオン建築に廃校を活用することをプレ

スリリース、７月２日に奈良県十津川村にて河瀨館の安全祈願祭および地元との交流会

を実施した。７月１０日には、奈良県市町村長サミットにて河瀨プロデューサーが登壇し

た。１０月１４日に河瀨館の安全祈願祭と福知山市旧細見小学校中出分校の校舎出発セ

レモニー、１１月４日に夢洲での地鎮祭を実施した。

６月２日に協会公式ウェブサイトのシグネチャープロジェクトのページを更新、各パ

ビリオンの概要など掲載情報を充実させることで、更にプロジェクトの魅力を発信しや

すいページにした。

また、各館のウェブサイトを順次開設し、各館が提供する様々な体験に関してより理解

を深められるようにした。（５月３０日：落合館、６月３０日：福岡館、７月１９日：宮

田館、９月１３日：石黒館、９月２０日：中島館、１１月１７日：小山館）

落合館の展示計画記者発表会を１月１８日に実施した。

２０２４年２月２３日にトークイベント「EXPO 2025『いのち輝く未来社会のデザイン』」

を開催し、河森プロデューサー・宮田プロデューサーが登壇した。

（３）未来社会ショーケース事業の具体化

ア スマートモビリティ万博

会場内外における人荷の輸送・移動等における未来技術の実証・実装にあたり、企業・

団体等との連携をさらに強化し、事業の具体化を図る

空飛ぶクルマについては、２０２３年２月に発表した運航事業者４者（ANA ホールデ

ィングス株式会社及び Joby Aviation Inc.、日本航空株式会社、丸紅株式会社、株式会

社 SkyDrive）と２地点間運航の実現及び協賛契約締結の協議を進めた。
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会場アクセス船を担う事業者（岩谷産業株式会社）から協賛承諾書を受領、７月２０

日に発表会を行った。

また、関係者モビリティについて、７月３日に株式会社カスタムジャパンと、１１月

６日には glafit株式会社と協賛契約を締結した。

イ デジタル万博

来場者体験の高度化や会場運営の効率化に資するデジタル技術の実証・実装にあたり、

企業・団体等との連携をさらに強化し、事業の具体化を図る

９月２５日に「オールフォトニクス・ネットワーク（日本電信電話株式会社）」、また、

２０２４年２月１日に「自動翻訳システム（TOPPANホールディングス株式会社）」、２０

２４年２月１３日に「無線 LAN 環境・ローミング基盤（シスコシステムズ合同会社）」、

２０２４年３月８日に「自動翻訳システム（株式会社みらい翻訳）」、２０２４年３月２

８日に「プロジェクションシステム（ウシオ電機株式会社）」、「EXPO VISION（長田広告

株式会社）」について、それぞれ事業者と協賛契約を締結した。

ウ バーチャル万博

国内外の幅広い層が万博を疑似体験できるバーチャル技術の実証・実装にあたり、企

業・団体等との連携をさらに強化し、事業の具体化を図る

バーチャル会場については、９月１５日にバーチャル催事に係る催事参加募集を開始

した他、バーチャル万博コンテンツ構築・運営に係るガイドライン制定と制作ツールの配

布を進め、パビリオン出展者によるバーチャルコンテンツ制作をスタートさせた。

また、EXPO 共創事業については、新たに４月１日に株式会社ワントゥーテン、５月３

０日に大日本印刷株式会社、６月１４日に株式会社いちはらと協賛契約を締結した。また、

１２月１９日に一般社団法人サステナブルトランジションと協賛契約を締結し、EXPO

COMMONS におけるプラットフォーム構築に向けた活動を開始した。

エ アート万博

会場の景観や歩径路などを、先進エンタテインメント技術の実証・実装する催事の場

と捉え、引き続き企業・団体等との連携を強化し、事業の具体化を図る

【ウォータープラザ水上ショー】

協賛者であるサントリーホールディングス株式会社、ダイキン工業株式会社と実施に

向けたインフラ整備、設置物、内容、運営計画等について協議・調整を行った。ショー

タイトルが決定し、コンセプトやストーリーを紹介する WEBサイトを１２月１３日に公

開した。

【静けさの森インスタレーション】

協賛者であるアサヒグループジャパン株式会社と実施内容等について協議・調整を行
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った。

内容の具体化に向け、アーティストの選定、インフラ整備・調整を行い、インスタレ

ーションの推進・実施を委託する事業者公募の調整を行った。

【プロジェクションマッピング、パブリックアート】

事業を推進すべく、場所を含めた計画を策定、企業や団体等への参加プロモートを行

った。

オ グリーン万博

万博運営および経済活動全般における環境負荷低減技術の実証・実装にあたり、企業・

団体等との連携をさらに強化し、事業の具体化を図る

環境負荷低減技術の実証・実装にあたり、具体的な取り組みについて検討し、５月１

６日に「エネルギーマネジメントシステム（株式会社きんでん＋株式会社 Mutron）」、５

月１９日に「メタネーション（大阪ガス株式会社）」、７月１８日に「静けさの森（樹木

提供）（公益財団法人黒田緑化事業団）」、２０２４年２月５日に「キッズエクスペリエン

ス（仮称）（鹿島建設株式会社）」、２０２４年３月２５日に「RITE（公益財団法人地球環

境産業技術研究機構）」、２０２４年３月２７日に「CO2 の路盤材への固定化実証（前田

道路株式会社）」について、各取り組みにかかる協賛者と契約を締結するほか、新たにエ

ア・ウォーター株式会社、積水化学工業株式会社と協賛を合意した。

７月２０日時点で協賛に合意した７事業９者（公益財団法人地球環境産業技術研究機

構、エア・ウォーター株式会社、大阪ガス株式会社、積水化学工業株式会社、株式会社

きんでん＋株式会社 Mutron、NTTアノードエナジー株式会社＋パナソニックホールディ

ングス株式会社、公益財団法人黒田緑化事業団）について７月２０日の発表会で公表し

た。

協賛が決定した事業について、具体的な設計・施工に向けた調整及び検討を行った。

エネルギーマネジメントシステムについては、各パビリオンへの提案活動および導入予

定となったパビリオンについて詳細調整を行った。

子供向けの展示と体験型プログラム、会場内ツアーを実施することについて内容の検

討を進め、２０２４年３月２８日に「サステナドーム実施製作・運営管理業務」の公募

を開始した。

カ フューチャーライフ万博

会場内「フューチャーライフパーク」での取組を具体化するとともに、来場者が未来

の都市や未来の食・ヘルスケア等を体感できる先進技術の実証・実装にあたり、企業・

団体等との連携を更に強化する

【未来の都市】

実施設計及び工事監理業務について、株式会社 SDと６月に契約を締結した。
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協賛者１１者（株式会社日立製作所、KDDI 株式会社、株式会社クボタ、川崎重工業株式

会社、株式会社神戸製鋼所、日本特殊陶業株式会社、青木あすなろ建設株式会社+株式会

社小松製作所、日立造船株式会社、株式会社 IHI、株式会社商船三井、CPコンクリート

コンソーシアム）について８月２日の発表会で公表、新たに協賛者 1者（関西電力送配

電株式会社）について８月２４日に公表した。

９月１５日に株式会社 SDと、共通展示の企画・設計及び映像コンテンツの企画・制作

等業務の委託事業者として契約を締結し、基本設計書は１２月１１日に納品された。パ

ビリオンの土木・建設・施工（保守・撤去含む）までの一括発注については太陽工業株

式会社と１０月１２日に契約を締結し、２０２４年１月１６日に安全祈願祭を夢洲の敷

地にて、施工事業者主催で実施し、１月１７日にパビリオン建設を開始した。

運営及び広報プロモーションの委託事業者の公募を２０２４年１月２２日に開始し、

２０２４年３月１９日に大日本印刷株式会社及び株式会社コングレで構成される未来

の都市推進共同企業体を委託予定事業者として公表した。

【フューチャーライフエクスペリエンス】

来場者にヘルスケア・食をはじめとした未来の暮らしを提案し、体験いただく「フュ

ーチャーライフエクスペリエンスエリア」については、公募により会期前準備も含む運

営業務委託事業者を起用し、打合せ・準備を重ねた上で、１０月３日～１２月２５日の

間での第一次募集を行い、また２０２４年２月１日より第二次募集を実施している。

（４）会場整備

ア 会場施設の建築工事着手

＜工事請負契約＞

４月にパビリオンワールド３工区、７月にグリーンワールド工区、８月に静けさの森

工区、１０月～２０２４年１月に小催事・大催事・迎賓館・テーマ館の工事請負契約を

実施した。２月～３月にはランドスケープ工事について各工区の工事の契約変更により

追加している。

１１月～２０２４年３月には若手建築家設計施設（休憩所・トイレ等）２０件のうち

１８件について工事請負契約を実施した。（残る２件は契約手続き中及び再工事公告準

備中）

＜工事着手＞

各施設とも工事請負契約後、速やかに工事着手した。（なお、若手建築家設計施設（休

憩所・トイレ等）２０件のうち工事着手は１件。随時着手予定）

＜照明ガイドラインの策定＞

夜間における会場全体の調和を図るため、２０２３年１１月に「施設整備にかかる照

明ガイドライン」を策定し、屋外照明にかかるルールを設けた。
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イ 仮設インフラ工事の継続実施

会場基盤整備（園路基盤整備・雨水管、汚水管など）その１及びその３からその６の

５工区の工事施行中。その２工区（ＷＷ表面固化など）は６月３０日に工事を完了した。

会場基盤整備（園路基盤整備・雨水管、汚水管など）６工区のうち、その１工事（園

路基盤整備）及びその３からその６工事（雨水管・汚水管等設置）は、２０２４年３月

末でほぼ完了した。

ウ 環境影響評価書・事後調査計画書に基づく事後調査の継続実施

４月１２日に、事後調査等の環境影響評価業務（２０２３年度～２０２６年度）を契

約した。

公表済の事後調査計画書に基づき、４～７月に会場予定地及びその周辺の鳥類の飛来

状況を調査した。

事後調査計画書に基づき、鳥類の飛来状況を含め、建設工事中の環境影響要因を調査

し、事後調査報告書としてとりまとめ、１２月２８日から 1カ月間縦覧した。

エ 障がい当事者の参画によるユニバーサルデザインの取組みの継続実施

   ６月３０日に、第４回移動・案内・誘導に関する検討会及び第３回座席に関する検討

会を実施した。

２０２４年２月２６日に第５回移動・案内・誘導に関する検討会を実施した。また、

これまでに得られた知見を実施設計や現場の施工図などに反映させた。

（５）来場者輸送対策の具体化

ア 来場者輸送対策協議会等にて、施設管理者や交通事業者等とともに輸送計画の具体化

を推進

５月２６日に第４回協議会を開催し、具体方針（初版）における課題等の検討を進め、

「大阪・関西万博来場者輸送具体方針（アクションプラン）第２版」を策定した。

６月３０日に、安全で快適に万博会場まで移動できる交通アクセスの実現のため、関

係する交通事業者等が指針として参考にするための「交通アクセスに関するユニバーサ

ルデザインガイドライン」を策定し・公表した。

１１月２０日に第５回協議会を開催し、「大阪・関西万博 来場者輸送具体方針（アク

ションプラン）第３版」を策定・公表した。

なお、来場者輸送具体方針の個別課題検討のために各種の会議体を設置し、検討を進

めた。

＜来場者輸送対策協議会の関係検討会等＞

５月３０日に、国土交通省近畿地方整備局、阪神高速道路株式会社とともに、駐車場

料金におけるインセンティブ等により万博時の会場外駐車場へのアクセス経路をマネ
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ジメントし、交通の円滑化等の実現に向けた必要な検討と調整を行うため、「万博駐車場

交通連携システム検討会」（第１回）、２０２４年３月１１日に同協議会（第２回）を開

催した。

６月２１日に、２０２２年に設置した「２０２５年日本国際博覧会に関する駐車場対

策協議会」（第２回）、１２月１２日に同協議会（第３回）を開催し、対策エリア・範囲

内の駐車場事業者に対して参画要請を開始した。

９月１１日に、大阪府・大阪市とともに、主要駅からの駅シャトルバス輸送の予約決

済サービス等の提供を目的に、万博来場 MaaS、関西 MaaS 等関連システム間の連携の検

討と各種調整を行うため、「大阪・関西万博 駅シャトルバス予約決済サービス等システ

ム連携検討会」（第１回）、２０２４年２月２９日に同検討会（第２回）を開催した。

１０月６日に、大阪市とともに、自転車等の安全で円滑な来場方法の検討等を行うた

め、「大阪・関西万博 自転車アクセス協議会」（第１回）、２０２４年２月１３日に同協

議会（第２回）を開催した。

１０月２４日に、大阪府・大阪市とともに、万博において、タクシー、ハイヤー等を

円滑に利用するための運用ルールの検討等を行うため、「大阪・関西万博 夢洲会場タク

シー運用ルール検討会」（第１回）、２０２４年２月６日に同検討会（第２回）を開催し

た。

１１月２１日に、昨今の運転士不足が深刻化するなかで、駅シャトルバスの運行を確

実なものとするため、旅行事業者、バス事業者等を対象に「桜島駅シャトルバス運転士

確保に向けた事業者向け委託業務等 説明会」（第１回）、２０２４年３月２６日にバス事

業者等を対象に「桜島駅シャトルバスの運行及び運転士確保に向けた事業者説明会」（第

２回）を開催した。

１２月２６日に、万博開催時における、安全な航行確保のための航行方法の検討、浮

桟橋及びその周辺における安全対策等の検討を行うため、「大阪・関西万博 水上交通対

策検討会」（第１回）を開催した。また、会期中の運航に必要な調整を行い、水上航路を

活用した大阪・関西万博会場への安心・安全な来場者輸送を実現することを目的に、１

０月６日から１０月２０日にかけて、「大阪・関西万博夢洲北岸浮桟橋 第１次募集」、

２０２４年２月２７日から２０２４年３月８日にかけて「第２次募集」をそれぞれ実施

した。第１次募集では８者、第２次募集では新たに５者の応募があり、計１３者の浮桟

橋使用意向があった。

２０２４年２月１５日に、大阪府・大阪市とともに、公共交通機関への大型荷物持ち

込み増加に対し、安全で円滑な移動の確保に向けた検討を行うため、「大阪・関西万博 大

型荷物持ち込み抑制検討会」（第１回）を開催した。

イ 来場者輸送具体方針に基づき、2025年大阪・関西万博 交通円滑化推進会議において、

関係機関と共に一般交通への働きかけの検討・対策を推進



9

５月上旬から２０２４年３月末にかけては、幹事会を計６回開催し、交通の円滑化に

向けて一般交通への働きかけ内容等の検討を進め、１２月２７日に「２０２５年大阪・

関西万博 交通円滑化推進会議」（第２回）を開催した。、企業等へ交通の円滑化を図るた

めの具体的な取り組みについて働きかけを開始することとした。

    また、２０２４年２月２０日より「万博ＴＤＭパートナー企業」について、１万社・

事業所の登録を目標に募集を開始した。

ウ 万博Ｐ＆Ｒ駐車場の運営方策の具体化を図るとともに工事発注する

 夢洲交通ターミナルや夢洲障がい者用駐車場及び舞洲・堺・尼崎の各万博Ｐ＆Ｒ駐車

場整備工事について、８月３日及び４日に工事請負契約を締結し、詳細設計及び着工準

備を進めた。また、各万博Ｐ＆Ｒ駐車場に係る建築物等に関する詳細設計及び着工準備

を進めた。

夢洲交通ターミナル等の雑踏警備に伴う警備計画の策定及び警備実施業務について

は、２０２４年１月９日に契約を締結した。

尼崎及び堺万博Ｐ＆Ｒ駐車場と夢洲交通ターミナル間において来場者を輸送するシ

ャトルバスの運行業務については、９月１３日に、その最優秀提案者と契約を締結した。

（６）催事計画の具体的推進

ア 催事基本計画に基づき、万博に相応しい行催事の概要や編成方針、推進体制などの具

体化を図る

万博にふさわしい多彩な催事を検討することを目的に、万博への理解と卓越した専門

知識を有する方々を委員とする「大阪・関西万博催事検討会議」を設置し、６月２８日

に第１回目を開催した。８月４日の第２回会議では催事編成方針の考え方や一般参加催

事の募集などについて、１１月２４日の第３回、２０２４年１月２９日の第４回会議で

は、参加催事の条件や催事のエントリー状況、編成の状況などについて意見を求めた。

一般参加催事については、９月１５日から１２月３１日まで募集を行い、５１４件の

申込みがあった。２０２４年３月１９日に、一般参加催事審査委員会を開催し、応募の

あった企画に対し審査委員の方々から意見を聴取した。

催事施設の運営・管理を委託する催事管理センターについては公募を行い、１０月３

０日に全施設の統括と各施設の運営を委託する事業者を決定した。

イ ナショナルデー及びスペシャルデーのイベントガイドラインに基づき、参加国・機関

を募集する

８月１日から１１月３０日まで、公式参加者に対してナショナルデー及びスペシャル

デーの優先募集を行った。１２月１日からは先着順に変更し、引き続き募集を行った。

２０２４年１月２９日の第４回催事検討会議を経て、催事編成を行い、場所・日時が決
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定したナショナルデー及びスペシャルデーに対し正式通知を行った。

公式参加者自主催事についても、場所・日時が決定したものについて正式通知を行っ

た。

ウ 催事施設の名称の決定、主要催事施設の愛称を公募する

万博会場内の１１催事施設について、１１月２９日に正式名称を決定した。

主要４施設（EXPO ホール、EXPOナショナルデーホール、EXPOアリーナ及び EXPOメッ

セ）については愛称を公募し、１１月２９日から１２月２８日の募集期間で、延べ１，

５９６件の応募があった。愛称決定に向け、一次・二次審査を行い、２０２４年４月１

１日の公表に向けた準備を行った。

（７）テーマウィークの推進

ア テーマウィークの内容について、具体化を図るため国や有識者と連絡・調整を行う

６月２日にテーマと制度を支える全体協賛者２者（株式会社日本経済新聞社、ボスト

ンコンサルティンググループ）を公表するとともに、協会主催のテーマウィークプログ

ラム「アジェンダ 2025」のプログラム協賛者募集を開始し、６月９日からは「アジェン

ダ 2025」における主催者プログラムにかかる企画検討ミーティングを順次開始した。

６月１３日に「大阪・関西万博テーマウィーク基本計画」を策定しテーマウィークの全

体像を決定した。

７月から「アジェンダ 2025」のメイン会場であるスタジオの整備や、全国からテーマ

ウィークに関連する取組が参加できる制度などの検討を開始した。

１０月２５日に「テーマウィーク」のテーマウィークカレンダー（テーマ毎の開催期

間）を決定し公表するとともに、１１月１４・１５日に開催された「International

Participants Meeting（国際参加者会議）2023」において、公式参加者の方々のテーマ

ウィークへの参加を呼びかけた。

１２月１２日には、「世界経済フォーラム グローバル・シェイパーズ・コミュニティ

大阪ハブ（シェイプ・ニューワールド・イニシアチブ）」と連携協力協定を締結し、同団

体には「アジェンダ 2025」におけるクロスカッティング・イニシアチブ「次世代・イン

クルージョン」を担っていただき、地球規模の課題解決に向けたプログラムの立案・実

施に取り組むことで合意した。

また同日には、全国からテーマウィークに関連する取り組みが参加できる制度として

「テーマウィークコネクト」を発表し、問い合わせ受付を開始した。

２０２４年１月１９日には、大阪商工会議所と連携協力協定を締結し、テーマウィー

クの実施に向け、未来社会を担う次世代の視点とアイデアによる地球規模の課題解決の

ための対話や交流の取り組み（上記、シェイプ・ニューワールド・イニシアチブによる

クロスカッティング・イニシアチブの「次世代・インクルージョン」の観点からの取り
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組み）を相互に連携・協力して取り組むことで合意した。

さらに、２０２４年２月２日には、アジア太平洋トレードセンター株式会社と、連携

協力協定を締結し、同社が保有する会場施設等のリソースの活用を通じ、テーマウィー

クの成就を目指し、運営準備、広報宣伝活動、機運醸成、イベント開催、その他関連す

る活動において、相互に連携・協力をしていくことで合意した。

２０２４年３月２７日には、新たに全体協賛者としてテーマウィークを支えていただ

くことになった５者（アズビル株式会社・小野薬品工業株式会社・電源開発株式会社（J‐

POWER）・日立 Astemo株式会社・富士電機株式会社）を公表した。

（８）持続可能性管理システム（ESMS）の構築と運用

ア 持続可能性方針を踏まえ、個別の取組・指標及び万博全体の指標について検討・整理

し、持続可能な万博運営に係る取組を具体化して、ISO20121に準拠した ESMSを構築し、

運用する

持続可能性方針を踏まえ、持続可能な万博運営に係る個別の取組を具体化して

ISO20121 に準拠した ESMSを構築し、２０２３年４月から運用を開始している。

７月１４日に第８回持続可能性有識者委員会を開催し、「持続可能性に配慮した調達コ

ード」の改定、ESMS に関してステークホルダーへの定期的な報告を行うために策定する

「持続可能な大阪・関西万博開催にむけた行動計画」（第２版）の検討事項、及び万博を

活用した「持続可能な開発のための教育(ESD)」について検討を行った。

１２月２２日に第９回持続可能性有識者委員会を開催し、持続可能な大阪・関西万博

全体の指標、及び「人権方針」等人権に関する取組について検討を行った。

２０２４年３月４日に第１０回持続可能性有識者委員会を開催し、人権に関する取組、

「持続可能な大阪・関西万博開催にむけた行動計画」（第２版）及び「EXPO 2025グリー

ンビジョン（２０２４年版）」について検討を行い。２０２４年３月２９日に「EXPO 2025

グリーンビジョン（２０２４年版）」を公表した。

イ 物品やサービスの調達プロセスにおける持続可能性への配慮を図るため、持続可能性

に関する基準や担保方法等について継続的に検討を行う

持続可能性に配慮した調達コードの改定案に対する意見募集を２０２３年３月１５

日から４月１４日にかけて実施した。

６月１９日に第９回持続可能な調達ワーキンググループを開催し、意見募集の結果を

踏まえて、持続可能性に配慮した調達コードの個別基準（農・畜・水産物、パーム油）

の追加、通報受付対応（グリーバンス・メカニズム）などについて検討を行った。

さらに、７月１４日の第８回持続可能性有識者委員会での議論を経て、７月３１日に

持続可能性に配慮した調達コード（第２版）を策定、公表した。

２０２４年２月２１日に第１０回持続可能な調達ワーキンググループを開催し、調達
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コードの普及に向けた取組、物品・サービスの調達において調達コード遵守を担保する

ための仕組、参加者への要請、協会における遵守状況の確認、事業者へのヒアリング、

通報受付対応（グリーバンス・メカニズム）の体制整備など調達コードの実施状況につ

いて報告・検討を行った。

（９）万博ＩＣＴシステム及び万博通信インフラの整備

ア 万博ＩＣＴ-ＰＦシステムについて、チケット販売開始時に必要な機能の受入試験を

経て運用を開始する。また、入場予約開始時に必要な機能に関して設計・開発・テス

トを開始する。

入場チケット購入サイトで個人の方がチケット購入時に必要となる万博 ID を登録す

るためのサイト「万博 ID登録サイト」を１１月６日から運用開始した。

イ 万博における情報通信インフラの詳細設計を行い、インフラ構築を開始する。

万博情報通信インフラ整備業務については、７月２８日に公式参加国に対して特別規

則第４号及び特別規則第１０号に基づき「万博会場内通信利用に係るガイドライン」を

発出し、周知した。

１０月１日に会場内の情報通信インフラの構築のための工事を開始した。また、１２

月２８日に情報通信インフラの詳細設計を完了した。

１１月２１日に公式参加国に対して特別規則第１０号に基づき「万博会場内無線機利

用に係るガイドライン（基本方針編）」を発出し、周知した。

（１０）万博におけるサイバーセキュリティ対策

ア サイバーセキュリティ基本計画に基づき、セキュリティ関連システムの構築/運用/会

期中オペレーションに向けた検討を行う。

４月１日にセキュリティ運用設計・管理業務委託について、事業者と契約を締結した。

１１月３０日からサイバーセキュリティの運用業務を開始した。また運用業務の開始

に伴いシナリオに基づく訓練を実施した。

（１１）データ利活用に向けた取り組み

 ア データ利活用ガイドラインを制定し、出展者等からの申請受付を開始する。また、デ

ータカタログ制作やデータ連携に向けたシステム間の調整を進める。

９月２９日にデータ利活用ガイドラインを制定し、付随するデータ利活用マニュア

ルを発出した。本ガイドライン、マニュアルに基づき、各参加者からのデータ利活用

申請の受付を開始するとともに、サービス間でのデータ連携に向けた技術的調整を開

始した。
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（１２）来場者サービス・会場管理の具体化

ア 来場者サービスやサービス施設、サービス提供体制の検討

来場者サービス基本計画を策定するため、会場サービススタッフ計画、サービス施設、

会場運営体制についての与件を整理し、７月３１日に完了した。

９月２９日に理事会に付議し、「来場者サービス実施計画・実施運営委託業務」の公募

実施について理事会の承認を得た。１０月２３日に、プロポーザル型公募開始のお知ら

せをホームページで公開した。１２月４日に、選定委員会を開催し、最優秀事業者を決

定した。

２０２４年１月９日に、「来場者サービス実施計画・実施運営委託業務」の契約を締結

し、会場サービススタッフ雇用計画の検討を開始した。スタッフ募集要項および告知方

法について事業者との協議を開始した。

２０２４年１月１７日に、運営委託事業者と委託業務のキックオフミーティングを実

施した。実施計画の策定に向け、会場サービス、ユニバーサルサービス、情報提供サー

ビス等の各章ごとの分科会を設定し、協議を開始した。

２０２４年３月１５日に、会期中の運営スタッフ募集の事前告知についてプレスリリ

ース掲出を実施した。２０２４年３月３１日に、来場者サービス実施計画の中間報告書

が提出された。

イ 情報提供サービスの検討

各局に必要となるサインのヒアリングを行い、サイン内容や掲示場所の確認を２０２

３年６月に完了した。また、多言語ガイドラインを８月１日に発出した。

また、サイン整備指針を発出し、協会施設に記名サインの設置を決定した。

２０２４年１月３１日に、協会内でデジタルサイネージ運用ワーキンググループを立

ち上げ、２０２４年３月５日に、運営委託事業者とマップ全体のターゲットやコンセプ

トを協議するための分科会を開始した。２０２４年３月２７日に、デジタルサイネージ

のプロポーザル型公募を実施した。

２０２４年３月２２日に記名サインの設置が確定した。２０２４年３月３１日に、

「【第２版】サイン整備指針」を発出した。

ウ ユニバーサルサービスの検討

ユニバーサルサービスガイドラインを８月１日に発出した。

支援アイテムやスタッフ教育等について具体的な運用の検討を行うため、ユニバーサル

サービス分科会を開始した。

２０２４年３月２５日に、スタッフやボランティア対象のユニバーサル研修について

検討を行うため、ユニバーサルサービス分科会を実施した。

２０２４年３月１４日及び３月２８日には、運営委託事業者と分科会を実施し、支援
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アイテムや研修、ユニバーサル関連のマップについて協議した。

エ ボランティアの検討及び募集

７月１１日にボランティア運営委託事業者の公募を開始した。

１０月２５日にボランティア運営業務委託契約を締結し、業務を開始し、２０２４年 1

月２６日から大阪府市とともにボランティア募集を開始した。

２０２４年１月２６日から大阪府市とともに開始したボランティア募集について、ポ

スターや SNSコンテンツ、募集説明会の開催等による広報活動を展開した。

オ 清掃・廃棄物処理等、会場管理の検討

会場内清掃・廃棄物管理基本計画の策定に向け、本計画の調査業務を実施し、６月３

０日に完了した。

１２月２２日に「ごみの適正処理等に関するガイドライン（初版）」を発出した。また、

１１月２０日に廃棄物管理及び廃棄物収集運搬処分業務の公募を開始し、２０２４年１

月９日の選定委員会を経て、廃棄物管理業務委託業者を決定した。

会場内清掃業務の公募について、２０２４年３月２８日に選定委員会を開催し最優秀

提案事業者の選定を行った。

カ 営業施設の配置や事業収支の検討

営業実施計画の策定委託業務契約の５月末満了に伴い、営業施設の配置や事業収支を

含む営業実施計画（案）を策定した。また、７月１０日に会場内営業店舗の運営管理業

務（営業店舗公募手続き支援業務・内装監理業務・店舗運営監理業務）の委託事業者の

公募を開始した。

会場内営業施設の一次公募を１２月７日に開始した。選定委員会を２０２４年２月５

日に行い、一次公募の営業参加候補者を決定した。引き続き営業施設の二次公募を２０

２４年２月１６日から募集を開始した。

一次公募の営業参加候補者との協議を開始し、２０２４年３月２８日には営業施設に

関する設計説明会を実施した。

キ 場内輸送の検討

会場内・外周バス事業について、協賛者（関西電力・大阪メトロ・ダイヘン・大林組）

と協賛契約書締結に向けて詳細につき協議継続中。また、来場者向けパーソナルモビリ

ティについて、機体メーカーと協賛に向け協議継続するとともに、テスト機の試乗を行

った。さらに、関係者モビリティについて、７月７日にカスタムジャパンと、１１月６

日に grafit社と協賛契約を締結した。
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ク 物流に関する検討及び実施

貨物の取扱いに関するガイドラインについて、博覧会会場内貨物取扱料金及び通関料

金を参加者へ案内するため、各事業者のこれらの料金表を４月２８日に追補版として発

出した。また、２０２３年３月に博覧会会場を保税展示場として申請、許可を受け、保

税管理に必要な税関への届出を４月以降、月１回提出している。

（１３）入場券・パビリオン予約に関する取組

ア 入場券制度（券種・価格・販売枚数・購入方法等）の決定

６月１４日の理事会での決議、６月３０日の政府の了承を得て、入場券制度を決定し、

１１月３０日にチケットの販売を開始した。

イ 販売関連システムの構築

販売システムについて７月に総合テストを終え、１１月２７日に公式販売 Webサイト

をリリースし、１１月３０日から同サイトでの入場チケット販売を開始した。

また、予約システムについて、２０２４年２月２９日に基本設計を完了した。

ウ 販売体制の構築

協会直販については、４月 1日より各種帳票等の作成を開始し、７月 1日より主要経

済団体および関西広域連合傘下の自治体と打ち合わせを行うことで、販売に向けての協

力体制を構築した。９月 1日以降は主要経済団体で企業向け説明会を開催し、１１月３

０日の販売開始とともに企業への購入依頼を開始した。また、関西広域連合傘下の自治

体に対してはこども招待を実現すべく打合せを重ね、スキーム構築を行った。

販売事業者向けの体制整備として、７月２０日に入場券販売・予約管理業務委託に係

る公募を開始し、１０月１日より大阪・関西万博 入場券販売・予約管理センターを稼働

した。また、販売事業者に対しては７月２１日及び８月３０日に販売制度説明会を実施、

１０月２５日より販売事業者契約の申込受付を開始、順次契約締結を行った。加えて、

１１月３０日の発売開始とともに、団体仮受付を開始した。

エ 販売戦略の策定・実施

４月１１日に入場券販売の広報・プロモーション業務に係る公募を行い、８月４日に

最優秀提案事業者と契約を締結し、首都圏や中京圏、関西圏を中心に、１０月から１２

月を重点期間として、入場チケット販売開始についてデジタルサイネージ等による告知

を展開した。また、１０月２６日から２９日にかけて、ツーリズム EXPO ジャパン 2023

大阪・関西にブースを出展し、来場者に万博の内容やチケット販売開始について発信す

るとともに、１１月３０日には、品川駅、名古屋駅、大阪駅の各会場で、チケット販売

開始を告知するイベントを開催した。
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あわせて企業、自治体、販売事業者にチケット販売を働きかけ、販売にかかる枠組み

を構築した。

オ パビリオン予約制度の決定

   ６月に全券種をパビリオン予約の権利付きチケットとすることを決定し、２０２４年

３月２１日にパビリオン予約制度ガイドライン Ver.1.0 を発出した。

カ パビリオン出展関係者、公式参加者との調整

パビリオン予約システムに関心を持つ公式参加者に対し、参画に関する個別協議を行

った。

また、国内パビリオン出展者に対して、９月２０日、１２月１８日に検討中の予約シ

ステム内容を説明するとともに、２０２４年３月５日、８日、２１日に個別説明を実施

した。

（１４）危機管理体制の構築

  ア 会場警備対策

警備・監察活動に関するガイドラインの発出に向けた対応や、会期前から会期中、会

期終了後に至るまでの会場内を警備する警備員の配置人員等を精査するなどの公募に

向けた準備を進めた。

７月１０日には、警備分科会を開催し、警備基本計画等を協議した。

１２月８日に警備員の配置や入場ゲートにおけるセキュリティチェックの要領等、会

場内警備の基本事項を定めた警備基本計画を策定した。

２０２４年１月２２日に政府委託事業となる会場内の安全確保にかかる事業（警備員

の確保等）について、政府との契約を締結した。

２０２４年２月１日に会場内に配置する人的警備（ゲート警備・会場警備・イベント

警備・施設警備）のうち、イベント警備及び施設警備について事業者との契約を締結し

た。

２０２４年３月２９日にゲート警備及び会場警備について事業者との契約を締結し

た。

イ 災害対策

防災基本計画（初版・案）を作成し、関係機関に照会するなど、策定に向けた対応を

進めた。

７月２１日には、防災分科会を開催し、防災基本計画（初版・案）について賛同を得

るとともに、避難や備蓄の基本的な方針を確認した。

１２月２６日に会場および会場外駐車場における災害予防、事前対策及び応急対策に
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関する基本的事項を定めた「防災基本計画」を公表した。

また、避難や備蓄、各種災害活動について定める防災実施計画及び防火・防災に関す

るガイドラインの作成を進めた。

 ３月１５日に第６回安全対策協議会を開催し、防災実施計画に記載する各種災害対応、

帰宅困難者対応、帰宅支援対応の基本方針について、賛同を得るとともに、会期中にお

ける災害発生時の危機管理体制について意見交換を実施した。

ウ 医療救護体制

７月１３日に第２回医療救護協議会を開催し、医療救護対策基本計画（案）と運営検

討分科会設置を検討した。

また、医療救護施設の運営形態や医療人材の確保策などについて、協議会構成員・関

係機関等との意見交換を継続的に実施しながら、適正な医療救護体制構築に向けた調整

を行った。

９月４日、１１月２０日及び２０２４年１月１６日に運営検討分科会を開催し、専門

的見地からいただいた会場内の医療救護体制に必要な医療人材や資器材、活動要領等に

ついての意見を参考にしながら、医療救護体制の構築に向けた検討を実施した。医療人

材の確保策について、医師会等の医療関係団体、府内医療機関等との意見交換を継続的

に実施し、適正な医療救護体制の構築に向けて検討を実施した。

２０２４年３月２８日に第３回医療救護協議会を開催し、医療救護対策実施計画（中

間まとめ）を示し、医療救護施設において提供する医療の範囲、医療スタッフの体制や

AEDの配置等について、意見交換を実施した。

エ 会場衛生対策

６月１６日に第２回会場衛生協議会を書面開催し、会場衛生基本計画の最終案につい

て承認された。会場衛生基本計画については、６月２７日に協会ホームページに掲載し

た。

また、開催者及び参加者が法制度上行うべき手続き及び資格者の配置等の基本的留意

点を整理したガイドラインを策定するため、協議会構成員・関係機関と意見交換を行っ

た。

９月２９日に衛生及び保健にかかるガイドライン（初版）を作成し、開催者及び参加

者に周知を行った。１１月１４日から開催されたＩＰＭ（国際参加者会議）において本

ガイドラインの内容について説明を行うとともに、同会議内に設置されたワンストップ

ショップにおいて、１１か国からの食品衛生に関する個別相談に対応した。

２０２４年２月１３日に会場衛生協議会（第３回）を開催し、会場衛生実施計画（骨

子）案及び同計画の感染症対策（中間まとめ）案の内容について審議した。

第３回会場衛生協議会における各構成員からの意見をもとに修正作業を行った会場
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衛生実施計画（骨子）及び同計画の感染症対策（中間まとめ）について、各構成員に共

有を図った。

オ 事業リスク対策

一般規則および特別規則に基づき、協会が加入しなければならない保険契約の手配に

先立ち、最優秀・優秀事業者として決定・公表した保険サービスの提供を担う保険代理

店と９月以降、選定代理店間の役割分担、担当業務を協議・調整のうえ、保険調達の際

に必要なる基礎情報の収集作業を継続的に実施した。

（１５）迎賓・接遇体制の構築

 ア 賓客接遇の検討

賓客接遇に活用する車両や物品の調達準備を行うとともに、関係部署と調整のうえ、

賓客接遇基本計画案を作成した。２０２４年３月１９日に「賓客接遇業務」の入札公告

を行った。

  イ 迎賓館運営

迎賓館内の諸室における物品の設置場所、鍵の配置、コンセント位置等の設備関係の

調整を行った。また、迎賓館の運営の公募に向け、必要な備品や清掃業務などの検討を

行った。

 ウ 日本館との連携

協会では、迎賓館等と日本館との連携により賓客の接遇を行うことから、２０２３年

６月から経済産業省等の関係者と定例会議を開催し、賓客接遇対象の定義など検討を行

った。

 エ 賓客の警護体制

賓客接遇基本計画・実施計画の策定において、警護対象となる賓客の警備体制の構築

や警察との連携が必要なことから、警察当局及び危機管理部と調整を行った。

２ 博覧会の機運醸成に関する事業の実施

（１） 戦略的ＰＲの実施

ア 機運醸成委員会の設置

大阪・関西万博の成功に向けて、全国的な機運醸成と海外への効果的なプロモーショ

ンにより、万博に対する関心や来場意欲、参画意識の一層の向上をめざし、幅広い関係

者の力を結集した司令塔として、４月２６日に機運醸成委員会を設置した。６月１２日

に第１回委員会総会を開催し、「機運醸成行動計画 ver.1」を策定した。当該計画で定め
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た１０月から１２月の第１期ＰＲ重点期間に向け、新たに広報発信コンテンツを作成し、

１０月１９日に開催した第２回委員会総会にてお披露目を行い、自治体・経済団体等の

協力を得て全国に配布した。

イ ロゴマークやキャラクター等を活用したライセンス事業の展開

開幕２年前の４月１２日に公式ライセンス商品・ミャクミャク新商品を発売開始する

とともに、商品発売 PRイベントを実施した。

会場外オフィシャルストア（リアル店舗）の新規展開として次のとおりオープンした。

また、オープニングイベント運営管理、当日メディア取材の調整、メディア情報露出

を行った。

・９月６日「あべのハルカス店」（大阪）

・９月２７日「大丸梅田店」（大阪）

・１１月２２日「丸善丸の内ＯＡＺＯ店」（東京）

・１１月２９日「JR新大阪駅エキマルシェ店」（大阪）

・２０２４年２月２２日「MARUZEN&ジュンク堂書店 梅田店」（大阪）

・２０２４年３月１９日「丸善京都 BAL店」（京都）

公式ライセンス商品サブライセンシーの契約促進、OMD コラボ商品の交渉・製造・販

売、ミャクミャク着ぐるみ増産などに取り組んだ。

会場内オフィシャルストア（４店舗）は、１２月７日に運営事業者の公募を開始し、

２０２４年１月３１日に公募を締切り、２０２４年２月２８日に事業者選定審査会を行

い、２０２４年３月８日に全店舗の候補事業者を発表した。

ウ アンバサダー、スペシャルサポーターを活用した機運醸成活動の実施

アンバサダーには、４月１３日の起工式、８月７日の万博記念貨幣打初め式、オフィ

シャルストアのオープンイベント、１１月３０日の大阪来てな！万博開催５００日前イ

ベントへの出演、５００日前メッセージの協会 SNSでの投稿、メッセージフラッグの掲

出などにご協力いただいた。

開幕２年前を契機に、スペシャルサポーター（スぺサポ）であるポケットモンスター

のビジュアルを用いて、協会 SNSでの発信を強化した。また、８月４日～６日に万博記

念公園で開催される「Pokémon GO Fest２０２３」にあわせて、隣接するららぽーと施設

内でのサイネージにて、万博の PRを実施した。

スぺサポの拡充及び活用に取り組み、１０月１０日に QuizKnock が就任し、１０月１

８日の「民間パビリオン構想発表会」に出演した。１０月２４日に「ポリマ号」から「帆

船 BLUE OCEANみらいへ」へのスぺサポ引継式を開催するとともに、ぺえ氏が就任し「帆

船 BLUE OCEAN みらいへ」への引継式に出演した。１１月２７日にハローキティが就任

し、５００日前メッセージを SNSで発信した。１１月３０日に LDH JAPANの 4グループ
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が就任し、その内の「FANTASTICS」が開幕５００日前イベントに出演した。

また、２０２４年３月２７日にＮＭＢ４８が就任し、２０２４年３月２９日に青木崇

高が就任した。２０２４年４月に開催する「開幕１年前イベント」に出演に向けて調整

を進めた。

エ 公式テーマソングの認知・利用拡大を図る

６月３０日に、公式テーマソングを使用した「盆踊り」の振付解説動画や「盆踊り」

実施イベント一覧を、協会ホームページで公開した。

１０月２６日から吹奏楽用譜面の無償提供を開始した。

１２月２１日にロボット Pepper がテーマソングに合わせてダンスを踊るロボアプリ

を教育機関や介護施設等、全国で運用されている Pepper に自動配信した。

２０２４年３月２２日から、５種類の楽譜の無償提供を開始した。（① 吹奏楽用、②

オーケストラ用、③ ピアノソロ用（初心者向け、中級者向け、上級者向けの３種類）、

④ 合唱用（ソプラノ、アルト、テノール、バスの混声四部合唱及びピアノ伴奏用）、⑤

コード付きメロディー譜）

オ ラッピング車両などにより万博ビジュアルの露出拡大を図る

１１月３０日の開幕５００日前に合わせて、関西の鉄道・バス会社による万博ラッピ

ング車両を運行開始した。また、日本航空の機体ラッピングや大阪駅ビル、南海なんば

駅のなんば大階段等へのラッピングを実施した。

４月１３日の開幕１年前に向けて、新たにラッピング車両を運行開始する鉄道会社と、

実施に向けた調整を行った。

カ 小・中学生向け教育プログラム事業の実施

５月から今年度のジュニア EXPO 教育プログラムの募集を開始し、国内の小学校６６

校、中学校４２校、在外教育施設８か国の小学校１１校、中学校８校が参加した。１０

月から２０２４年１月に参加校が SDGs に取り組む企業とオンラインで交流を行うリサ

ーチミーティングを実施した。また、２０２４年２月に「ジュニア EXPO中学校プレゼン

テーション発表会」を開催するとともに、２０２４年３月に協会ウェブサイト上で、「ジ

ュニア EXPO小学生ポスター展示」を実施した。

キ 万博教育旅行誘致に関し、国・自治体と連携を図りつつ、取り組みの具体化を図る

各都道府県の校長会、旅行業団体、旅行会社等において、万博への教育旅行の意義等

について継続的に説明を行った。また、前売入場チケット販売・団体仮受付開始に合わ

せ、旅行業団体、大手旅行会社、修学旅行団体等への説明と協力要請を行ったほか、１

２月以降、大手旅行会社との定例意見交換会を毎月実施した。
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ク 観光関係団体等との連携により、海外向け観光プロモーションや情報発信に係る取り

組みについて、内容の具体化を図る

「万博を契機とした観光推進ネットワーク会議」の海外プロモーションワーキングチ

ーム（国際観光振興機構、旅行事業者、空港運営事業者、航空事業者等で構成）を、今

年度４回実施し（５月３０日、９月２８日、１２月２０日、２０２４年３月２２日）、取

組状況について共有するとともに、今後の海外プロモーション方針、連携の取組案など

の検討を行った。

（２）機運醸成のための各種プログラム、イベントの実施

ア TEAM EXPO 2025 プログラムの推進

「TEAM EXPO 2025」プログラムへの登録数は、３月３１日時点で共創パートナーが３

７３団体、共創チャレンジが１，６９３件となった。

「TEAM EXPO パビリオン」への参加に向けた各取組みの展示・発表及び共創チャレン

ジや共創パートナーの登録者、「TEAM EXPO 2025」プログラムに関心のある方の交流を図

るため、１２月２０日、２１日に第３回「TEAM EXPO 2025 MEETING」を開催し、約１，

４００名が来場した。

「TEAM EXPO 2025」プログラム参画者が集まり作り上げるテーマセッションを「自然・

環境」、「介護・福祉」、「学びと遊び」、「観光と食」、「地域活性化」などのテーマで開催

した。

イ 自治体と連携したイベントなどの実施

全国知事会万博推進本部やブロック知事会への出席、各県知事への表敬訪問等の機会

を活用し、機運醸成の取組への協力や自治体参加催事への参加要請を行った。また、１

１月に開幕５００日前に合わせて新たな広報ＰＲツールを全国の自治体、経済団体等に

提供するとともに、全国各地のイベントへのミャクミャク派遣やブース出展等により効

果的な露出拡大を図った。

ウ 開幕２年前イベント及び５００日前イベントなどの実施

開幕２年前の４月１３日に、夢洲の博覧会会場で起工式を実施した。２５５名が出席

し、岸田内閣総理大臣をはじめとする１６名による鍬入れを行った。

  併せて、関係者に各地で２年前関連イベントや SNS発信等を実施していただいた。

  開幕５００日前の１１月３０日に、東京で開幕５００日前イベントを開催し、入場チケ

ットの種類や価格、購入方法を紹介した。その他、東京タワーや東京スカイツリー®の特

別色ライティングや Instagram の公式 ARフィルターの提供を行った。

  また、開幕１年前にあたる来年度４月１３日のイベントの実施に向けて事業者の公
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募・選定を行った。

（３）広報活動の実施

ア 各種メディアを活用した広報の実施

開幕２年前に合わせた起工式（４月１３日）、IPM（６月６日）、機運醸成委員会（６月

１２日）、入場チケット制度の公表、未来社会ショーケース事業出展協賛者発表、参加国

との公式参加契約調印式等を中心に国内外へ情報発信を行った。また、公式記録の撮影

を本格的に開始した。

協会からのマスメディアを通じた情報発信の頻度向上を図るため、９月より、事務総

長による記者会見の定例化（月１回）、及び副事務総長による記者懇談会（大阪：週１回、

東京：月１回）を開始した。

１１月３０日の入場チケット販売開始に向けた機運醸成をはかるため、民間パビリオ

ン構想発表会（１０月４日、１０月１８日）、機運醸成委員会第２回総会（１０月１９日）、

ＩＰＭ（国際参加者会議）（１１月１４日～１５日）、開幕５００日前イベント（１１月

３０日）等を中心に国内外へ情報発信を行った。大屋根リングのメディア初公開（１１

月２７日）や、「静けさの森」初植樹の取材会（１２月５日）を実施し、夢洲会場からの

情報発信を本格化した。イタリアパビリオン起工式（１２月１９日）、シンガポール館着

工取材会（２０２４年１月１０日）を皮切りに、公式参加者が行う海外パビリオン情報

の発信を強化した。これらについては公式撮影にて記録に残すとともに、メディアへの

動画提供を行った。その他、万博の魅力の全体像を発信するため、雑誌「pen」別冊特別

編集号（１１/３０発行）制作にあたり全面的な編集協力を行うなど、情報発信の最大化

を図った。

万博開催期間中にむけた準備として、会場内に設置するメディアセンターの基本計画

を策定するとともに、サテライトスタジオ利用者の募集等を実施した。

イ 公式ホームページ、公式 SNS 等での多言語展開による国内外への情報発信

開幕２年前のタイミングで「Join2025 2 Years to Go」のグラフィックを協会公式 Web

サイトに取り入れるとともに、ステークホルダーへの SNS投稿協力依頼、２年前イベン

トの告知等、機運醸成に向けた発信を強化した。６月３０日には公式 WEBサイトのトッ

プページにフライスルー動画を配する等の刷新を行い、一般の方に万博の魅力を伝える

デザインに変更した。公式 SNS では、公式キャラクターミャクミャクの活動や全国で行

われる万博関連イベント等を投稿し、インプレッション数、フォロワー数の増を図った。

また、日本語・英語の同時投稿により、主要な広報発表、参加国のパビリオン、イベ

ント告知、活動報告、各種動画の公開などの情報を国内外に発信した。

１１月３０日の開幕５００日前に入場チケットが発売されることを受け、万博の魅力

を BtoC で伝えていけるように、公式 Web サイトのデザイン・構成について大幅な刷新
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をはかった。入場チケット情報や新規コンテンツを続々掲載するとともに、２０２４年

１月に海外パビリオンページを新設した。また英語サイトのコンテンツ強化も推進した。

公式 SNSでも、同じく開幕５００日前のタイミングで「くるぞ、万博。」のグラフィッ

クを準備し、ステークホルダーへの SNS投稿協力依頼、５００日前イベントの告知、入

場チケット情報の紹介等、機運醸成と入場チケット販売に寄与する発信を強化した。

３月下旬には、開幕１年前にむけた機運醸成をはかるために、「１年前キービジュアル」

を活用した公式 SNS発信に加え、ネット広告、SNS広告を実施した。

ウ 海外広報の促進

海外公式参加国と連携し、メディアへの案内、および HP や SNS 等による情報発信を

積極的に実施し、国内外で多くの報道実績を得た。

（調印式：４か国、パビリオン発表会：１３か国、起工式：１０か国、着工：１か国、海

外パビリオン HP掲載：１５か国）

関係機関と連携して万博の PR を実施し、海外での万博認知拡大および海外からの来

場者誘致に貢献した。

・G7：G7広島サミット（５月１９日～２１日）および G7大阪・堺貿易大臣会合（１０

月２８～２９日）を含む、９つの大臣会合での万博 PRを実施。G7国の総領事を集め

た万博セミナー等を実施した。

・国内展示会：国連主催のインターネットガバナンスフォーラム（１０月８～１２日）

を含む、国内で開催された海外からの来場者が多い３つの展示会で万博 PR を実施。

・海外イベント：海外７つのイベントで万博 PRを実施。「ジャパンベトナムフェスティ

バル」（ベトナム、２０２４年３月９～１０日）ではミャクミャクの初めての東南ア

ジア出張を実現し、会場のメインコンテンツである日越友好盆踊り大会で万博盆踊

りを実現した。

・JNTOやジェトロが参加するイベントでの万博の PR（タイ、豪州、韓国、中国、スペ

イン等）を行った。

・外務省と連携して在外公館各国での天皇誕生日イベントにおいて万博の PRを行った。

・海外メディアとの関係構築に向けて、８月以降は主要な記者会見を英語のバイリンガ

ルでの実施を開始した。JNTO、外務省や各機関と連携し、海外メディアツアーにて万

博の PRを行った。また、韓国 TVやベトナムケーブルテレビ、イタリア TV旅番組な

ど、各国の個別メディアの取材依頼にも対応し、海外への発信を強化した

・ジェトロの連携案件で、海外インフルエンサー（英国、フランス、インド）、に万博

の PR招聘において、万博の PR を行った。

・入場券販売も開始したことから JNTOと連携し、豪州やベトナム、中国、ニュージー

ラン等に向け、海外旅行会社向けプロモーションとして万博の PR を行った。
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３ 公式参加者への対応と支援

（１）公式参加者への対応

ア 万博の成功に向け、博覧会国際事務局（BIE）と連絡・調整を行う

博覧会国際事務局（ＢＩＥ）執行委員会（５月１０日）、情報コミュニケーション委員

会（５月１１日）、総会（６月２０日）において万博開催準備状況に関する情報共有を行

った。特にパビリオン建設については、執行委員会で櫟副事務総長から、総会で石毛事

務総長から、日本の建設市場等について丁寧な説明を行うとともに、準備の加速化を呼

びかけた。

また、６月５日～８日には、International Planning Meeting（６月６日）に参加の

ため来日した BIE ケルケンツェス事務局長と石毛事務総長等との間で、パビリオン建設

の準備加速化を含む万博の成功に向けた各種課題等に関し、様々な意見交換を行った。

なお、６月１５日及び７月７日には BIEのアドバイスも踏まえ、参加国向けに建設関連

の情報提供を主眼とした「タイプＡパビリオンに関するオンライン会議」を開催した。

さらに、４月２０日及び２８日に事業者向けに開催した「タイプＡ海外パビリオン（セ

ルフビルド方式）建設にかかる説明会」、７月２１日の参加国から事業者に向けた「タイ

プＡパビリオン建設にかかる情報提供会」などの取組みについて、機会をとらえ BIEと情

報共有を行った。

博覧会国際事務局（ＢＩＥ）執行委員会（１０月１３日）、情報コミュニケーション委

員会（１０月１９日）、総会（１１月２８日）において、万博開催準備状況に関する情報

共有を行った。特にパビリオン建設については、執行委員会で櫟副事務総長から、総会で

石毛事務総長から、パビリオン建設準備に関する引き続きの支援、ワンストップショップ

の支援機能強化のほか、万博機運醸成の取組等につき説明を実施した。

また、ＢＩＥケルケンツェス事務局長が９月１８日～２１日及び１１月１２日～１５

日（ＩＰＭ〔International Participants Meeting：国際参加者会議〕出席）に来日した

機会に、パビリオン建設の円滑化を含む万博の成功に向けた各種課題等に関し、様々な意

見交換を行った。

イ 昨年度に引き続き International Planning Meeting（国際企画会議）を６月に開催す

るとともに、秋には International Participants Meeting（国際参加国会議）を開催

し、最新情報を提供するとともに、理解促進、出展準備の加速、参加国内における機

運醸成の促進を図る

６月６日、ハイアットリージェンシー大阪において、IPM(International Planning

Meeting)を実施した。（参加者数は８６ヵ国、５国際機関、約１９０名）

本会議では、タイプ B及び Cでの出展の準備スケジュールや途上国支援プログラムの

具体的な内容、ナショナルデーやテーマウィークなどの催事や交流機会について説明を

行った。また、翌日は夢洲の会場視察に加え大阪・関西地域への理解を深めてもらうた



25

め、関西各地への視察を実施した。さらに、パビリオン出展を円滑に進められるよう内

装展示事業者との個別のミーティングも実施した。

１１月１４日及び１５日、大阪府国際会議場において、ＩＰＭ（International

Participants Meeting：国際参加者会議）２０２３秋」を開催した。

本会議には約１５０か国・地域、７国際機関から、約５００名の国際博覧会責任者が

出席し、本万博のテーマへの理解をより深めてもらうためのセッションや、パビリオン

の内外装や展示工事、運営準備、催事の計画など、多岐にわたる事項について説明と質

疑応答を実施した。また、延べ７０の行政機関・事業者からの参加を得て、本会議と並

行して１３の分野に対応する個別の相談対応窓口「ワンストップショップ」を設置し、

６００件を超える幅広い相談に応じ課題解決を図った。（「ワンストップショップ」はそ

の後も２日間、咲洲庁舎に設置。最終的に７００件以上の相談に対応。）なお、１１月１

６日には、大阪・関西地域への理解と各参加者間の交流を深めてもらうため、関西各地

への現地視察（エクスカーション）を実施した。

ウ 公式参加者宿舎の決定及び宿舎管理・運営方策の検討を行う

これまで収集した公式参加者宿舎候補の詳細を各国に示し、ニーズに合致するか利用

意向をアンケート形式で確認（４月～６月）。その結果に基づき候補物件の精査を行った。

これらを踏まえ、宿舎としてふさわしいと考える条件に適う物件の所有者等と貸出し

条件の詳細について調整した結果、最終的に２２５０人分について、貸出条件等を２０

２４年３月に公式参加者に提示した。

なお、このほかにも７月には、協会が直接手配する宿舎とは別に、自ら宿舎確保を考

えておられる公式参加者の参考とするため、高級サービスアパートメントのリストを作

成し、提供した。

（２）公式参加者への支援対応

ア 特別規則について、政府と連携を図り２０２３年度中に BIE 総会で承認を得る

大阪・関西博の特別規則の第１３号（入場）の文案について、５月１２日に開催され

た BIE 規則委員会及び６月２０日に開催された BIE 総会において審議され、承認され

た。

イ 公式参加者ポータルについて、機能の拡充及び対応業務範囲の拡大を図る

建設関係の書類が多数提出される状況に対応するため公式参加者ポータルサイトを

改修するとともに、本ポータルサイトを通じ、公式参加者向けに各種ガイドラインや必

要情報を提供するとともに、建築・催事関係の申請書を受領した。

また、２０２４年４月に予定している関係者ポータル（仮称）への統合に向け、関係

部局・システム開発ベンダーとの打ち合わせを行った。
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ウ 公式参加者ワンストップショップのさらなる体制整備を図りながら、運営を推進する

ワンストップショップの更なる機能強化を図るため、各種機関・企業等への人材派遣

要請及び専門業務の外部委託といった体制拡充に向けた取組を実施し、順次人員増を図

った。

公式参加者から日増しに増加する質問に対し、協会内各局と連携し回答を行うととも

に、６月６日のＩＰＭ開催の翌日、公式参加者と内装展示事業者との個別ミーティング

を開催した。

また、１１月１４日及び１５日の IPM及びその後の２日間（於：咲洲）において、個

別の相談対応窓口を輸送、通関、査証、展示内装、建設業許可、建築申請、通信（イン

ターネット/携帯）など１３分野開設し、７００件以上の相談に対応した。加えて、公式

参加者と展示内装事業者との個別相談会を１５０件以上実施した。

公式参加者用銀行口座の開設準備や消費税還付支援など、今後必要となるサービスを

外部組織との連携や外注委託にて進めた。

公式参加者と展示内装事業者との円滑な契約促進の支援を目的に展示内装プロジェ

クトチームを１１月に発足した。１２月１日・４日には展示内装事業者向けに説明会を

開催し、ガイドラインや工事環境の改善状況などを説明。並行して公式参加者に対して

も展示内装の準備加速に資する各種情報提供を実施した。また、元請けを希望するサプ

ライヤー向け説明会を２月２日、５日、３月２８日、２９日に開催し、公式参加者から

提供されるパビリオンの展示に関する情報（契約状況、想定スケジュール）や会場の整

備状況などの情報提供を実施した。同時に、公式参加者と展示内装事業者との契約促進

を図るため、海外パビリオン展示内装にかかるオンライン情報提供会を２月２０日、３

月１４日に開催した。

これら取組を通じ、出展準備が加速する中で参加者が直面する様々な課題の解決を直

接かつ具体的に支援することができた。

（３）途上国支援プログラムの構築

ア 政府と予算協議を行いつつ、政府からの委託等を受けて事業を実施する関係機関

（JICA等）とも連携を図りながら、支援の内容を具体的なものとするためのプログラム

の企画・調整を進める

途上国支援プログラムの構築について政府と協議を進めるとともに、ＪＩＣＡ、国際

交流基金をはじめ関係機関等とも連携を図りながら、支援プログラムの具体化を図るべ

く、２０２４年２月に途上国支援プログラムに関するガイドブックを公式参加者（途上

国）に発出した。

２０２３年度は、経産省の委託事業として、６月開催のＩＰＭ（International

Planning Meeting）及び１１月開催のＩＰＭ(International Participants Meeting)に
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参加する途上国に対する当該招聘事業を実施した。

また、途上国支援対象となる共同館等の展示内装運営に係る基本計画策定及び共同館

の共用部の実施設計業務を実施した。

さらに、ＪＩＣＡが実施している研修事業の円滑な進行に向け、研修プログラムに対

する助言を行った。

４ 事務局体制の整備・強化と財政基盤の確立

（１）事務局体制の整備・強化

 ア 効率的・効果的な事務局体制の整備・強化、国・経済界・自治体などからの業務に応

じた専門人材の確保等

国・経済界・自治体等に対して専門人材等の派遣要請を行った結果、 ２０２３年４

月１日時点で６４２名体制、２０２４年３月３１日時点で７０９名体制に増員し、事務

局体制の強化を行った。

さらに、万博準備状況に即し効率的に業務を遂行するため、組織体制の変更と所掌業

務等の見直しを行った。

 イ コンプライアンスの強化及び徹底

内部通報窓口を設置した旨を４月３日に協会内に周知した。また、４月１４日に公正

取引委員会から講師を招き、談合防止のための職員向け研修を行った。

５月１１日に協会事務局におけるコンプライアンスを推進するため、本年３月に制

定したコンプライアンス規程に基づき、初回のコンプライアンス委員会を開催し、今年

度の取組方針を確認した。また、５月１８日に大阪府警から講師を招き、暴力団排除の

ため、職員向けの研修を行った。今年度の取組方針に沿って、取組を盛り上げるための

標語（キャッチフレーズ）を職員から募集し（６月１３日から３０日まで）、７月に応

募作品から標語を決定。決定した標語は執務室へ掲示するなど、職員への更なる意識向

上、取組を盛り上げるために活用した。また、職員向けに「博覧会協会 コンプライア

ンス通信」の初号を発行し、協会内に配信した。

７月１８日にみなし公務員及び贈収賄罪をテーマに職員向け研修を、また、役員にも

みなし公務員、贈収賄罪及び理事会資料等の取扱についての研修をそれぞれ実施した。

８月２４日に個人情報保護に係る法令、取扱についての職員向け研修を行った。

１０月２５日、職員向けに「博覧会協会 コンプライアンス通信」第２号（特集：情

報公開制度）を発行、協会内に配信した。

１１月１日に、今後海外から個人情報を取得することを踏まえて、個人情報保護方針

を改定した。１１月１７日には公正取引委員会から講師を招き、談合防止のための職員

研修を行い、また、１１月２０日にも大阪府警から講師を招き、暴力団排除のための職

員研修を実施した。



28

１２月１１日には、個人情報漏えい等について対応要領を制定し、協会内に周知した。

１２月１５日には職員向けに「博覧会協会 コンプライアンス通信」の第３号（特集）

年末年始のコンプライアンスの厳正な保持について）発行、協会内に配信した。

２０２４年２月８日に、個人情報取扱規程に基づく協会内での届出について、実施に

必要な事項を定めた要領を制定し、協会内に周知した。

（２）財政計画の策定と予算の効率化・効果的な執行

ア 博覧会基本計画に沿った資金の調達

イ 予算執行段階における事業実施方法の検証、コスト削減

経営企画室及び財務部が協同し、累次にわたる調書の提出、ヒアリング等を実施し、

予算の効率的・効果的な執行管理を行っているところ。

予算については１２月に会場建設費、また２０２４年２月に運営費の資金計画につい

て理事会の承認を得て定めた。

万博の準備のため、入場券売上等を原資に実施する運営費事業に関し、コスト管理・

執行統制等の観点から、運営費事業の適切な遂行に資する管理を行うことを目的とする

協議の場である運営費執行管理会議を２０２４年２月２１日に理事会の承認を得て設

置し、収支のバランスと予算の最適配分を目指し、博覧会において必要な協会全体の予

算管理を行い、執行方針を立てる最高財務責任者（ＣＦＯ）を置くこととした。

経済産業省において設置された 2025 年大阪・関西万博予算執行監視委員会において

博覧会協会における予算執行管理について説明を行った（第一回２０２４年１月２５日、

第二回２０２４年３月１日）。

そのほか、調達プロセスのチェック体制を強化し、最適な調達手法の選択等、効率的

かつ効果的な調達を行う環境を整備し、企業協賛や各種補助金等、新たな収入確保策に

も取り組んでいる。

（３）財政基盤強化に向けた具体的な資金調達

ア 寄附金の募集・拡充に向けた取り組み

会場建設費が２，３５０億円となったことに伴い寄附金募集目標額を７８３億円とし

た。

寄附を検討している企業、個人等に対し寄附の依頼を継続して実施した。

イ 補助金等各種資金の活用

大阪・関西万博協賛競輪（四日市競輪場（４月１日から４日）、久留米競輪場（４月２

７日から３０日）、岸和田競輪場（６月１３日から１８日）、和歌山競輪場（８月１０日

から１３日）、京王閣競輪場（８月１０日から１３日）、平塚競輪場（２０２４年１月２

９日から３１日）、伊東温泉競輪場（２０２４年３月１４日から１７日）、武雄競輪場（２
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０２４年３月２８日から３１日））を開催いただき、機運醸成にご協力いただいた。

５ 社員総会・理事会の開催

（１） 理事会（２０２３年４月２６日）

開催方法：決議省略の方法による

審議事項

・理事選任・報酬額の決定について、臨時社員総会を開催することなく書面決議

の方法により付議する件

・副会長及び副事務総長・業務執行理事の選定の件

・副事務総長の職務権限規程の改定の件

・会長職を代行する副会長、事務総長及び副事務総長の順序を定める件

・機運醸成委員会の設置及び委員の選任の件

     出 席 等

提案書に対し、理事全員（第１号議案については３２名、第２号から第５号議

案については３４名）の書面による同意及び監事２名全員の書面による確認の意

思表示を得た日をもって、理事会の決議があったものとみなされた。

（２） 社員総会（２０２３年４月２６日）

開催方法：決議省略の方法による

     審議事項

・理事３名選任の件

・副事務総長（田中 清剛）の報酬額の決定の件

出 席 等

提案書に対し、社員１１名全員の書面による同意の意思表示を得た日をもって、

社員総会の決議があったものとみなされた。

（３） 理事会（２０２３年５月２６日）

開催方法：決議省略の方法による

審議事項

・２０２２年度決算に係る計算書類等の承認の件

・定時社員総会の開催に関する件

     出 席 等

提案書に対し、理事３２名全員の書面による同意及び監事２名全員の書面によ

る確認の意思表示を得た日をもって、理事会の決議があったものとみなされた。

（４） 社員総会（２０２３年６月１４日）
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開催方法：NCB会館「花の間」を開催場所として、Ｗｅｂ会議システム（利用サ

ービス名：Zoom）の併用による会議

   審議事項

・理事の選任の件

・２０２２年度決算に係る計算書類の承認の件

    報告事項

・２０２２年度の事業報告の件

・２０２３年度の事業計画書、収支予算書、資金調達及び設備投資の見込みを記

載した書類の報告の件

出 席 等

議決権行使書面提出者（書面表決者）２名、Ｗｅｂ表決者名３名、出席者６名

の社員１１名全員

（５） 理事会（２０２３年６月１４日）

開催方法：NCB会館「花の間」を開催場所として、Ｗｅｂ会議システム（利用サー

ビス名：Zoom）の併用による会議

審議事項

・会長、副会長、事務総長及び副事務総長の選定の件

・代表理事の選定の件

・業務執行理事の選定の件

・会長職を代行する副会長、事務総長及び副事務総長の順序を定める件

・事業報告等に係る提出書類の提出承認の件

・会計監査人の報酬額決定の件

・JKAとの協賛契約の件

・「未来の都市」のパビリオン建設の発注の件

・会場内警備にかかる発注の件

・夢洲交通ターミナル警備計画策定及び警備実施業務発注の件

・会場外(パーク＆ライド)駐車場シャトルバス運行業務委託発注の件

・会場整備にかかる工事等の変更の件

・公益社団法人２０２５年日本国際博覧会協会 事務局組織規程の一部改定の件

・副事務総長の職務権限規程の改定の件

・機運醸成委員会の要綱変更及び委員の選任の件

・博覧会協会の運営に関する件

     報告事項

     ・２０２２年度寄附金受領の件

・催事検討会議の設置の件
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・会場整備にかかる工事等の発注案件の報告の件

・特別規則の策定、検討状況の件

出 席 等

  理事現在数 ３２名  定足数 １７名  出席理事数 ２４名

  監事現在数  ２名  出席監事数  ２名

（６） 理事会（２０２３年８月３０日）

開催方法：決議省略の方法による

審議事項

・公益社団法人２０２５年日本国際博覧会協会 事務局組織規程の一部改定の件

・副事務総長の職務権限規程の改定の件

・未来社会ショーケース事業の協賛の件

・機運醸成委員会の委員選任の件理事選任

     出 席 等

提案書に対し、理事３２名全員の書面による同意及び監事２名全員の書面によ

る確認の意思表示を得た日をもって、理事会の決議があったものとみなされた。

（７） 理事会（２０２３年９月１２日）

開催方法：決議省略の方法による

審議事項

・理事選任・報酬の上限額の決定について、臨時社員総会を開催することなく書

面決議の方法により付議する件

・副事務総長・業務執行理事の選定の件

・公益社団法人２０２５年日本国際博覧会協会 事務局組織規程の一部改定の件

・副事務総長の職務権限規程の改定の件

・副事務総長（小野 平八郎）の報酬の決定の件

・会長職を代行する副会長、事務総長及び副事務総長の順序を定める件

     出 席 等

提案書に対し、理事３２名全員の書面による同意及び監事２名全員の書面によ

る確認の意思表示を得た日をもって、理事会の決議があったものとみなされた。

（８） 社員総会（２０２３年９月１２日）

開催方法：決議省略の方法による

     審議事項

・理事１名選任の件
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・副事務総長（小野 平八郎）の報酬の上限額決定の件

出 席 等

提案書に対し、社員１１名全員の書面による同意の意思表示を得た日をもって、

社員総会の決議があったものとみなされた。

（９） 理事会（２０２３年９月２７日）

開催方法：決議省略の方法による

審議事項

・理事選任について、臨時社員総会を開催することなく書面決議の方法により付

議する件

・公益社団法人２０２５年日本国際博覧会協会 事務局組織規程の一部改定の件

・副事務総長の職務権限規程の改定の件

     出 席 等

提案書に対し、理事３３名全員の書面による同意及び監事２名全員の書面によ

る確認の意思表示を得た日をもって、理事会の決議があったものとみなされた。

（１０） 社員総会（２０２３年９月２７日）

開催方法：決議省略の方法による

     審議事項

・理事２名選任の件

出 席 等

提案書に対し、社員１１名全員の書面による同意の意思表示を得た日をもって、

社員総会の決議があったものとみなされた。

（１１） 理事会（２０２３年９月２９日）

開催方法：KKRホテル東京「朱鷺」を開催場所として、Ｗｅｂ会議システム（利用

サービス名：Zoom）の併用による会議

審議事項

・運営参加事業への協賛の件

・「来場者サービス実施計画策定・実施運営業務」の企画提案公募の件

・会場整備にかかる工事等の変更の件

報告事項

・会長、事務総長及び副事務総長の職務の執行状況の件

・大阪・関西万博の機運醸成活動の状況の件

・催事に関する件

・企業・団体の大阪・関西万博参加の件
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・民間パビリオン出展者構想発表会実施の件

・会場整備にかかる工事等の発注案件の報告の件

・IPM2023 秋 の開催の件

・海外パビリオンの状況の件

出 席 等

  理事現在数 ３５名  定足数 １８名  出席理事数 ２６名

  監事現在数  ２名  出席監事数  １名

（１２） 理事会（２０２３年１２月１４日）

開催方法：KKRホテル東京「白鳥」を開催場所として、Ｗｅｂ会議システム（利用

サービス名：Zoom）の併用による会議

審議事項

・副会長の選定の件

・会長職を代行する副会長、事務総長及び副事務総長の順序を定める件

・資金計画（会場費）に関する件

・２０２５年日本国際博覧会寄付金募集基本方針の件

・指定寄附金の指定申請の件

・協会財産処分のうち譲渡（リユース）の基本的な考え方の件

・共同館の展示工事・運営の発注の件

・大阪・関西万博安全確保事業の受託の件

報告事項

・大阪・関西万博の機運醸成に関する件

・催事に関する件

・２０２５年日本国際博覧会 ペット同伴来場検討の件

・ＩＰＭ２０２３ 秋の開催結果概要報告の件

・海外パビリオンの状況の件

・会場建設費の執行状況の件

・資金計画（運営費）の素案に関する件

出 席 等

  理事現在数 ３５名  定足数 １８名  出席理事数 ２７名

  監事現在数  ２名  出席監事数  ２名

（１３） 理事会（２０２４年２月６日）

開催方法：都市センターホテル「中会議室７０１」を開催場所として、Ｗｅｂ会

議システム（利用サービス名：Zoom）の併用による会議

報告事項
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・入場券販売目標に関する件

審議事項

・運営費執行管理の件

・資金計画（運営費）に関する件

・借入上限額設定に関する件

・借入契約に関する件

・海外パビリオン（タイプＸ）に関する件

・副事務総長の職務権限規程の改定の件

・機運醸成委員会の委員選任の件

出 席 等

  理事現在数 ３５名  定足数 １８名  出席理事数 ２４名

  監事現在数  ２名  出席監事数  ２名

（１４） 理事会（２０２４年３月１３日）

開催方法：東京国際フォーラム 「Ｇ５１０」を開催場所として、Ｗｅｂ会議シ

ステム（利用サービス名：Zoom）の併用による会議

審議事項

・機運醸成委員会の委員選任の件

・公益社団法人２０２５年日本国際博覧会協会 事務局組織規程及び副事務総長

の職務権限規程の改定の件

・ＣＦＯ（最高財務責任者）の設置の件

・大阪・関西万博日本政府出展事業の受託契約及び「日本政府館」展示制作・運

営等業務(仮称)の委託契約の件

・令和５年度補正大阪・関西万博政府開催準備事業（途上国出展支援事業）の受

託契約の件

・桜島駅シャトルバス運行に伴う運行費用一部負担の件

・「万博専用アクセスルートとして活用する建設中の淀川左岸線（２期）区間の整

備」の件

・２０２４年度事業計画、収支予算書、資金調達及び設備投資の見込みを記載し

た書類の承認の件

報告事項

・運営費及び会場建設費の執行状況の件

・会長、事務総長及び副事務総長の職務の執行状況の件

・２０２５年日本国際博覧会協会寄付金募集基本方針及び寄付募集計画の件

・大阪・関西万博の機運醸成に関する件

・大屋根リングのリユース等提案募集の結果報告の件
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・催事の現況の件

・海外パビリオンの状況の件

・公式参加者の宿舎の件

出 席 等

  理事現在数 ３５名  定足数 １８名  出席理事数 ２８名

  監事現在数  ２名  出席監事数  ２名

（１５） 理事会（２０２４年３月２９日）

開催方法：決議省略の方法による

審議事項

・副事務総長の職務権限規程の改定の件

     出 席 等

提案書に対し、理事３４名全員の書面による同意及び監事２名全員の書面によ

る確認の意思表示を得た日をもって、理事会の決議があったものとみなされた。

６ 役員就退任

・２０２３年 ４月 ６日 理事及び副会長退任（吉村 洋文氏、松井 一郎氏）

・２０２３年 ４月２６日 理事及び副会長就任（吉村 洋文氏、横山 英幸氏）

・２０２３年 ４月２７日 理事及び副会長退任（櫻田 謙悟氏）

・２０２３年 ５月 ７日 理事及び副事務総長退任（竹内 廣行氏）

・２０２３年 ５月 ８日 理事及び副事務総長就任（田中 清剛氏）

・２０２３年 ５月１５日 理事及び副会長退任（生駒 京子氏）

・２０２３年 ６月１４日 理事退任（髙橋 政代氏、武内 紀子氏、長谷川 眞理子氏）

理事及び副会長就任（角元 敬治氏、新浪 剛史氏）

 理事就任（野田 由美子氏）

・２０２３年 ９月１９日 理事及び副事務総長就任（小野 平八郎氏）

・２０２３年 ９月２９日 理事就任（澤田 拓子氏、トラウデン 直美氏）

・２０２３年１２月１４日 副会長就任（池坊 専好氏）

・２０２４年 ３月２１日 理事退任（トラウデン 直美氏）

・２０２４年 ３月３０日 理事及び副事務総長退任（東川 直正氏）

７ 事務局体制

（１）職員数の推移

  ・２０２３年４月 １日 職員６４２名に増員

・２０２４年３月３１日 職員７０９名に増員
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（２）事務局組織の変遷

 ・２０２３年４月 １日 機運醸成局に海外コミュニケーション部、企画局に催事部を新設

・２０２３年６月１５日 催事局を新設

・２０２３年９月 １日 運営事業局を会場運営局、危機管理局、運営事業局の３局に分割

             運営部を来場者サービス部、運営管理部の２部に分割

・２０２３年９月１９日 総合戦略室を新設

・２０２３年１０月１日 機運醸成局の名称を広報・プロモーション局に変更

入場券部を運営事業局から広報・プロモーション局に移管

運営事業局の名称を交通局に変更

【２０２３年４月１日時点組織図】       【２０２４年３月３１日時点組織図】

８ 主な契約案件
（１）令和 4年度大阪・関西万博政府開催準備事業（途上国出展支援事業）（経済産業省か

らの受託事業）

・契約の相手方  経済産業省

・契約金額    ４４１，２１４，０００円（税込）

・契約日     ２０２３年３月３０日

・契約期間    ２０２３年４月１日～２０２４年３月２９日

総務部

事務総長 経営企画室

副事務総長 総務局

副事務総長 財務部

副事務総長 調達部

機運醸成局 企画部副事務総長

広報部

海外コミュニケーション部

地域・観光部

企画局 企画部

催事部

整備局 整備調整部

会場整備部

国際局 国際部

入場券部

危機管理部

交通部

持続可能性部

ＩＣＴ局 ＩＣＴ部

運営事業局 運営部

経営企画室副事務総長

総合戦略室

広報部

企画部

副事務総長

広報・プロモーション局

調達部

財務部

総務局 総務部

企画局 企画部

入場券部

地域・観光部

海外コミュニケーション部

ＩＣＴ局 ＩＣＴ部

催事局 催事部

持続可能性部

事務総長

副事務総長

国際局 国際部

会場整備部

副事務総長

整備局 整備調整部

交通局 交通部

危機管理局 危機管理部

運営管理部

副事務総長

会場運営局 来場者サービス部
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（２）２０２５年日本国際博覧会バーチャル万博運営事業局業務（概算契約）（基本契約）

・契約の相手方  株式会社 JTBコミュニケーションデザイン

・契約金額    ２６９，９４０，０００円（税込）

・契約日     ２０２３年４月１日

・契約期間    ２０２３年４月１日～２０２５年１２月３１日

（３）テーマ事業「いのちを育む」総合監理業務（河森 P）

・契約の相手方  株式会社 Vector Vision

・契約金額    ４３０，８２７，０００円（税込）

・契約日     ２０２３年４月１日

・契約期間    ２０２３年４月１日～２０２４年３月３１日

（４）テーマ事業「いのちをつむぐ」総合監理業務（小山 P）

・契約の相手方  株式会社オレンジ・アンド・パートナーズ

・契約金額    １００，６６０，０００円（税込）

・契約日     ２０２３年４月１日

・契約期間    ２０２３年４月１日～２０２４年３月３１日

（５）テーマ事業「いのちを拡げる」総合監理業務（石黒 P）

・契約の相手方  石黒 浩

・契約金額    １，５３２，４００，０００円（税込）

・契約日     ２０２３年４月１日

・契約期間    ２０２３年４月１日～２０２４年３月３１日

（６）テーマ事業「いのちを高める」総合監理業務（中島 P）

・契約の相手方  株式会社 steAm

・契約金額    １１１，８５４，０００円（税込）

・契約日     ２０２３年４月１日

・契約期間    ２０２３年４月１日～２０２４年３月３１日

（７）テーマ事業「いのちを響き合わせる」総合監理業務（宮田 P）

・契約の相手方  一般社団法人 better Co-being

・契約金額    ２２１，７４３，０００円（税込）

・契約日     ２０２３年４月１日

・契約期間    ２０２３年４月１日～２０２４年３月３１日

（８）２０２５年日本国際博覧会 会場整備に係るプロジェクトマネジメント支援業務（そ

の４）

・契約の相手方  山下 P M C・阪急コンストラクション・マネジメント株式会社共同企業

         体

・契約金額    ３６８，２８０，０００円（税込）

・契約日     ２０２３年４月７日

・契約期間    ２０２３年４月７日～２０２４年３月２３日

（９）２０２５年日本国際博覧会に係る環境影響評価業務（2023～2026年度）

・契約の相手方  一般財団法人 日本気象協会

・契約金額    １７８，３３２，０００円（税込）

・契約日     ２０２３年４月１２日
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・契約期間    ２０２３年４月１２日～２０２７年３月１９日

（10）令和 4年度補正大阪・関西万博日本政府出展事業（経済産業省からの受託事業）

・契約の相手方  経済産業省

・契約金額    ２，９９９，９２１，１５０円（税込）

・契約日     ２０２３年４月１２日

・契約期間    ２０２３年４月１２日～２０２４年３月３１日

（11）令和 5年度２０２５年日本国際博覧会「日本政府館」コミュニケーション企画制作等

業務

・契約の相手方  株式会社日本デザインセンター

・契約金額    １４９，０５０，０００円（税込）

・契約日     ２０２３年４月１３日

・契約期間    ２０２３年４月１３日～２０２４年３月３１日

（12）２０２５年日本国際博覧会 施設整備事業テーマ館｢いのちを響き合わせる｣宮田Ｐ

（基本協定）

・契約の相手方  大林組・総合設備コンサルタントグループ

・契約金額    １，５９９，３７４，８００円（税込）

・契約日     ２０２３年４月２７日

・契約期間    ２０２３年４月２７日～２０２７年２月２８日

（13）２０２５年日本国際博覧会 会場全体ランドスケープ等基本設計業務（その 3）

・契約の相手方  株式会社日建設計

・契約金額    ２６７，９２７，０００円（税込）

・契約日     ２０２３年５月１７日

・契約期間    ２０２３年５月１７日～２０２４年３月２３日

（14）２０２５年日本国際博覧会における消防体制の整備について協定の締結

・契約の相手方  大阪市（消防局）

・契約金額    １９５，０００，０００円（税込）

・契約日     ２０２３年５月１９日

・契約期間    ２０２３年５月１９日～２０２６年３月３１日

（15）２０２５年日本国際博覧会 施設整備事業 テーマ館「いのちを守る」河瀬Ｐ（基本

協定）

・契約の相手方  村本建設・SUO・平岩構造・総合設備グループ

・契約金額    １，７２６，９４６，１００円（税込）

・契約日     ２０２３年５月１９日

・契約期間    ２０２３年５月１９日～２０２７年２月２８日

（16）令和 5年度２０２５年日本国際博覧会「日本政府館」建築設計と一体的に行う建築展

示支援・調整等業務

・契約の相手方  株式会社日建設計 大阪オフィス

・契約金額    １７１，５５６，０００円（税込）

・契約日     ２０２３年５月２５日

・契約期間    ２０２３年５月２５日～２０２４年３月２９日



39

（17）令和 5年度２０２５年日本国際博覧会「日本政府館」展示実施設計・運営実施計画等

業務

・契約の相手方  日本館展示等コンソーシアム 共同企業体

・契約金額    １，５３３，７０８，０００円（税込）

・契約日     ２０２３年５月２５日

・契約期間    ２０２３年５月２５日～２０２４年３月３１日

（18）令和 5年度２０２５年日本国際博覧会｢日本政府館｣施設整備事業(バイオガス発電プ

ラント設計･施工等)

・契約の相手方  日立造船株式会社

・契約金額    ９９８，２１５，９００円（税込）

・契約日     ２０２３年６月１日

・契約期間    ２０２３年６月１日～２０２４年３月３１日

（19）２０２５年日本国際博覧会 施設整備事業 大催事場（基本協定）

・契約の相手方  大成建設株式会社・株式会社昭和設計

・契約金額    ７，８２７，５０１，７１０円（税込）

・契約日     ２０２３年６月２日

・契約期間    ２０２３年６月２日～２０２７年２月２８日

（20）２０２５年日本国際博覧会 外国政府・国際機関の陳列区域代表事務所に関する消費

税還付申告手続き支援業務

・契約の相手方  EY 税理士法人・EPコンサルティングサービス株式会社

・契約金額    １５１，７０５，３４７円（税込）

・契約日     ２０２３年６月２３日

・契約期間    ２０２３年６月２３日～２０２６年６月３０日

（21）２０２５年日本国際博覧会 会場基盤整備工事（その２）（変更契約）

・契約の相手方  大林組・本間組共同企業体

・契約金額    １，６４９，３８１，８００円（税込）

・変更金額（増額）２００，４１８，９００円（税込）

・契約日     ２０２３年６月２８日

・契約期間    ２０２２年６月２４日～２０２３年６月３０日

（22）２０２５年日本国際博覧会 情報セキュリティ運用設計・管理業務（情報セキュリテ

ィ運用・監視業務）

・契約の相手方  エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社

・契約金額    ９３２，５１８，３４５円（税込）

・契約日     ２０２３年６月３０日

・契約期間    ２０２３年６月３０日～２０２６年３月３１日

（23）２０２５年日本国際博覧会 会場外駐車場及びバスターミナル入退場予約・決済シス

テムサービス 業務Ａ

・契約の相手方  タイムズ共同企業体

・契約金額    ３６９，９７５，０００円（税込）

・契約日     ２０２３年７月２１日

・契約期間    ２０２３年７月２２日～２０２４年１０月３１日
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（24）２０２５年日本国際博覧会 会場外駐車場及びバスターミナル入退場予約・決済シス

テムサービス 業務 B

・契約の相手方  タイムズ共同企業体

・契約金額    ３６７，０２８，０００円（税込）

・契約日     ２０２３年７月２１日

・契約期間    ２０２３年７月２２日～２０２５年１２月３１日

（25）２０２５年日本国際博覧会 会場外駐車場及びバスターミナル入退場予約・決済シス

テムサービス 業務 C

・契約の相手方  タイムズ共同企業体

・契約金額    １４３，６４１，０００円（税込）

・契約日     ２０２３年７月２１日

・契約期間    ２０２３年７月２２日～２０２５年１２月３１日

（26）２０２５年日本国際博覧会公式 WEBサイト用の Webサーバの賃貸借、設計、構築作業

及び運用保守業務

・契約の相手方  エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社

・契約金額    ２９０，０６５，６００円（税込）

・契約日     ２０２３年７月２６日

・契約期間    ２０２３年７月２６日～２０２６年３月３１日

（27）２０２５年日本国際博覧会 夢洲地区交通ターミナル等整備工事

・契約の相手方  大成ロテック㈱・昭和㈱グループ

・契約金額    ２，４９０，９５０，０００円（税込）

・契約日     ２０２３年８月３日

・契約期間    ２０２３年８月３日～２０２６年３月１９日

（28）２０２５年日本国際博覧会 舞洲地区会場外駐車場整備工事（その２）

・契約の相手方  大成ロテック㈱・昭和㈱グループ

・契約金額    ５６６，５００，０００円（税込）

・契約日     ２０２３年８月３日

・契約期間    ２０２３年８月３日～２０２６年３月１９日

（29）２０２５年日本国際博覧会 尼崎地区会場外駐車場整備工事

・契約の相手方  大成ロテック㈱・扇コンサルタンツ㈱グループ

・契約金額    ６６６，９３０，０００円（税込）

・契約日     ２０２３年８月３日

・契約期間    ２０２３年８月３日～２０２６年３月１９日

（30）２０２５年日本国際博覧会 舞洲地区会場外駐車場整備工事（その１）

・契約の相手方  前田道路株式会社

・契約金額    ９７１，５９９，２００円（税込）

・契約日     ２０２３年８月４日

・契約期間    ２０２３年８月４日～２０２６年３月１９日

（31）２０２５年日本国際博覧会 堺地区会場外駐車場整備工事

・契約の相手方  今重興産・復建技術コンサルタントグループ

・契約金額    ４３９，９４１，００９円（税込）
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・契約日     ２０２３年８月４日

・契約期間    ２０２３年８月４日～２０２６年３月１９日

（32）２０２５年日本国際博覧会入場券販売の広報・プロモーション業務（２０２３年度）

・契約の相手方  Ｊ コミ・ｊｅｋｉ・ＪＴＡ 共同企業体

・契約金額    １８７，４５９，０００円（税込）

・契約日     ２０２３年８月４日

・契約期間    ２０２３年８月４日～２０２４年３月３１日

（33）情報セキュリティ（ゼロトラスト環境構築）Zscaler ライセンス購入、設計及び構築

にかかる業務委託

・契約の相手方  西日本電信電話株式会社

・契約金額    １４９，４９０，０００円（税込）

・契約日     ２０２３年８月７日

・契約期間    ２０２３年８月７日～２０２４年３月３１日

（34）２０２５年日本国際博覧会 万博アプリ・万博ポータル開発保守運用業務

・契約の相手方  株式会社ＦＩＸＥＲ

・契約金額    ７９２，０００，０００円（税込）

・契約日     ２０２３年８月８日

・契約期間    ２０２３年８月８日～２０２５年１２月３１日

（35）２０２５年日本国際博覧会 施設整備事業 テーマ館「いのちを磨く」小山Ｐ（基本

協定）

・契約の相手方  大成建設株式会社・隈研吾建築都市設計事務所

・契約金額    １，３８９，２４２，３３０円（税込）

・契約日     ２０２３年８月９日

・契約期間    ２０２３年８月９日～２０２７年２月２８日

（36）２０２５年日本国際博覧会 施設整備事業 静けさの森工区（基本協定）

・契約の相手方  ジェイロジック・旭工建共同企業体

・契約金額    １，６４６，７００，０００円（税込）

・契約日     ２０２３年８月１０日

・契約期間    ２０２３年８月１０日～２０２５年２月２８日

（37）２０２５年日本国際博覧会 施設整備事業 テーマ館「いのちを拡げる」石黒Ｐの建

築設備工事

・契約の相手方  株式会社きんでん

・契約金額    ８３０，４８８，３００円（税込）

・契約日     ２０２３年８月２５日

・契約期間    ２０２３年８月２５日～２０２４年１２月２７日

（38）２０２５年日本国際博覧会 関係者向けサービス基盤の導入および運用･保守業務(ラ

イセンス契約)

・契約の相手方  株式会社セールスフォース・ジャパン

・契約金額    １２０，８０８，６３０円（税込）

・契約日     ２０２３年９月１日

・契約期間    ２０２３年９月１日～２０２６年３月３１日
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（39）公益社団法人２０２５年日本国際博覧会協会 フューチャーライフエクスペリエンス

企画・展示運営業務（基本契約）

・契約の相手方  FLE 推進共同企業体

・契約金額    １，３５１，９２６，６２０円（税込）

・契約日     ２０２３年９月４日

・契約期間    ２０２３年９月４日～２０２５年１２月３１日

（40）２０２５年日本国際博覧会 関係者向けサービス基盤の導入および運用･保守業務(基

本協定）

・契約の相手方  株式会社フレクト

・契約金額    ４９７，８７２，９３１円（税込）

・契約日     ２０２３年９月８日

・契約期間    ２０２３年９月８日～２０２６年３月３１日

（41）２０２５年日本国際博覧会 施設整備事業テーマ館｢いのちを磨く｣落合Ｐ(基本協定）

・契約の相手方  フジタ・大和リース特定建設工事共同企業体

・契約金額    １，２９８，９８７，８００円（税込）

・契約日     ２０２３年９月１１日

・契約期間    ２０２３年９月１１日～２０２７年２月２８日

（42）２０２５年日本国際博覧会 尼崎会場外(パーク＆ライド)駐車場シャトルバス運行業

務

・契約の相手方  東武トップツアーズ 阪急交通社共同企業体

・契約金額    ２，４９８，２９８，０００円（税込）

・契約日     ２０２３年９月１３日

・契約期間    ２０２３年９月１４日～２０２５年１０月３１日

（43）２０２５年日本国際博覧会 堺会場外(パーク＆ライド)駐車場シャトルバス運行業務

・契約の相手方  東武トップツアーズ 阪急交通社 共同企業体

・契約金額    ２，２６３，６１０，８００円（税込）

・契約日     ２０２３年９月１３日

・契約期間    ２０２３年９月１４日～２０２５年１０月３１日

（44）２０２５年日本国際博覧会 会場外駐車場等建設工事に伴うＣＭ業務

・契約の相手方  株式会社建設技術研究所

・契約金額    ２３０，５６９，９４０円（税込）

・契約日     ２０２３年９月１５日

・契約期間    ２０２３年９月１５日～２０２６年３月３１日

（45）２０２５年日本国際博覧会 フューチャーライフ万博｢未来の都市｣共通展示の企画･

設計及び映像コンテンツの企画･制作等業務

・契約の相手方  株式会社 SD

・契約金額    ７５８，７８０，０００円（税込）

・契約日     ２０２３年９月１５日

・契約期間    ２０２３年９月１５日～２０２５年４月３０日

（46）２０２５年日本国際博覧会 パビリオンタイプＸ設計業務(ＰＷ西工区)
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・契約の相手方  竹中工務店・南海辰村建設・竹中土木共同企業体・株式会社昭和設計

・契約金額    ３８４，０２６，０００円（税込）

・契約日     ２０２３年９月２１日

・契約期間    ２０２３年９月２１日～２０２４年６月２８日

（47）２０２５年日本国際博覧会 施設整備事業(休憩所他)トイレ６工事(建設工事)

・契約の相手方  株式会社東建設

・契約金額    １７８，５８５，０００円（税込）

・契約日     ２０２３年９月２８日

・契約期間    ２０２３年９月２８日～２０２５年１月１７日

（48）２０２５年日本国際博覧会 データ利活用企画運営支援業務(基本契約)

・契約の相手方  株式会社富士通総研

・契約金額    １９２，２６８，８９０円（税込）

・契約日     ２０２３年９月２８日

・契約期間    ２０２３年９月２８日～２０２６年３月３１日

（49）堺（第 2）会場外駐車場用地にかかる賃貸借契約

・契約の相手方  日鉄興和不動産株式会社

・契約金額    １４６，３０１，１２０円（税込）

・契約日     ２０２３年１０月２日

・契約期間    ２０２４年４月１日～２０２６年３月３１日

（50）２０２５年日本国際博覧会入場券販売・予約管理（TKC）業務委託

・契約の相手方  大阪・関西万博入場券販売・予約管理センター共同企業体

・契約金額    ３６４，４９５，３５７円（税込）

・契約日     ２０２３年１０月３日

・契約期間    ２０２３年１０月１日～２０２５年１２月３１日

（51）２０２５年日本国際博覧会 会場整備に係るコンストラクションマネジメント支援業

  務

・契約の相手方  ターナー＆タウンゼント株式会社

・契約金額    １９５，３９５，２００円（税込）

・契約日     ２０２３年１０月６日

・契約期間    ２０２３年１０月６日～２０２５年３月１９日

（52）２０２５年日本国際博覧会営業店舗運営監理業務

・契約の相手方  N2K2T 共同企業体

・契約金額    ６０２，８００，０００円（税込）

・契約日     ２０２３年１０月１０日

・契約期間    ２０２３年１０月１０日～２０２６年４月３０日

（53）２０２５年日本国際博覧会 フューチャーライフ万博｢未来の都市｣展示施設整備事業

(基本契約)

・契約の相手方  太陽工業株式会社

・契約金額    ２，６４７，９９７，０００円（税込）

・契約日     ２０２３年１０月１２日

・契約期間    ２０２３年１０月１２日～２０２７年２月２８日
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（54）２０２５年日本国際博覧会 パビリオンタイプＸ設計業務(ＰＷ北東工区)

・契約の相手方  大林組･大鉄工業･TSUCHIYA共同企業体･株式会社安井建築設計事務所

・契約金額    １９０，７９２，５８６円（税込）

・契約日     ２０２３年１０月１３日

・契約期間    ２０２３年１０月１３日～２０２４年２月２９日

（55）２０２５年日本国際博覧会 会場基盤整備工事その４(変更契約)

・契約の相手方  大林組・大鉄工業共同企業体

・契約金額    ２，１０２，４８３，９００円（税込）

・変更金額（増額）３９９，０４５，９００円（税込）

・契約日     ２０２３年１０月１７日

・契約期間    ２０２２年６月２４日～２０２４年１０月３１日

（56）２０２５年日本国際博覧会会場基盤整備工事その５(変更契約)

・契約の相手方  大林組・大鉄工業共同企業体

・契約金額    ２，３４４，８１８，３００円（税込）

・変更金額（増額）６８２，１４４，１００円（税込）

・契約日     ２０２３年１０月１７日

・契約期間    ２０２２年６月２３日～２０２４年１０月３１日

（57）２０２５年日本国際博覧会 会場基盤整備工事その１(変更契約)

・契約の相手方  大林組・奥村組土木興業共同企業体

・契約金額    １，４０９，３４４，２００円（税込）

・変更金額（増額）２５９，４５１，５００円（税込）

・契約日     ２０２３年１０月１７日

・契約期間    ２０２２年６月２４日～２０２４年６月２８日

（58）２０２５年日本国際博覧会 万博交通情報システム検討及びサービス提供業務(シス

テム開発・改修)

・契約の相手方  株式会社日立製作所 関西支社

・契約金額    ６６０，４１３，６００円（税込）

・契約日     ２０２３年１０月１９日

・契約期間    ２０２３年１０月２０日～２０２５年１２月３１日

（59）２０２５年日本国際博覧会会場基盤整備工事その３(変更契約)

・契約の相手方  竹中土木・森本組共同企業体

・契約金額    ２，１８５，８９１，４００円（税込）

・変更金額（増額）４１１，９６７，６００円（税込）

・契約日     ２０２３年１０月２０日

・契約期間    ２０２２年６月２３日～２０２４年１０月３１日

（60）２０２５年日本国際博覧会 関係者入場証発行･入退場管理システム構築等業務(ADセ

ンター運用業務)

・契約の相手方  大日本印刷株式会社･パナソニック コネクト株式会社 コンソーシアム

・契約金額    ３２１，４０９，０００円（税込）

・契約日     ２０２３年１０月２３日

・契約期間    ２０２３年１０月２３日～２０２５年１２月３１日
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（61）２０２５年日本国際博覧会関係者入場証発行･入退場管理システム構築等業務(入退

場管理システム構築業務)

・契約の相手方  大日本印刷株式会社・パナソニック コネクト株式会社 コンソーシアム

・契約金額    ５２４，０２０，６４０円（税込）

・契約日     ２０２３年１０月２３日

・契約期間    ２０２３年１０月２３日～２０２５年１２月３１日

（62）２０２５年日本国際博覧会関係者入場証発行･入退場管理システム構築等業務(入退

場管理システム保守業務)

・契約の相手方  大日本印刷株式会社・パナソニック コネクト株式会社 コンソーシアム

・契約金額    １６０，９６０，３６０円（税込）

・契約日     ２０２３年１０月２３日

・契約期間    ２０２３年１０月２３日～２０２５年１２月３１日

（63）２０２５年日本国際博覧会 ボランティア運営業務委託

・契約の相手方  株式会社ＪＴＢコミュニケーションデザイン

・契約金額    １，１１５，８６９，５４１円（税込）

・契約日     ２０２３年１０月２５日

・契約期間    ２０２３年１０月２５日～２０２６年３月３１日

（64）２０２５年日本国際博覧会 スマートモビリティ万博｢ロボット｣実証プロジェクト

の基本計画策定、事業者募集及び実証運用等業務

・契約の相手方  株式会社電通ライブ

・契約金額    １８９，５９９，４９８円（税込）

・契約日     ２０２３年１０月３１日

・契約期間    ２０２３年１０月３１日～２０２５年１２月３１日

（65）２０２５年日本国際博覧会 施設整備事業(休憩所他)休憩所４工事(建設工事)

・契約の相手方  加登脇建設株式会社

・契約金額    ３６６，５２０，０００円（税込）

・契約日     ２０２３年１１月７日

・契約期間    ２０２３年１１月７日～２０２４年１２月１３日

（66）２０２５年日本国際博覧会 施設整備事業(休憩所他)トイレ４工事(建設工事)

・契約の相手方  株式会社カネトモ

・契約金額    １０１，１２３，０００円（税込）

・契約日     ２０２３年１１月７日

・契約期間    ２０２３年１１月７日～２０２５年１月１７日

（67）２０２５年日本国際博覧会 夢洲地区交通ターミナル及び舞洲地区会場外駐車場等建

築物の賃貸借

・契約の相手方  大和リース株式会社

・契約金額    １，４６８，５００，０００円（税込）

・契約日     ２０２３年１１月１０日

・契約期間    ２０２３年１１月１０日～２０２６年１月３１日

（68）２０２５年日本国際博覧会 堺地区会場外駐車場建築物の賃貸借
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・契約の相手方  大和リース株式会社

・契約金額    ５０１，６００，０００円（税込）

・契約日     ２０２３年１１月１０日

・契約期間    ２０２３年１１月１０日～２０２６年１月３１日

（69）２０２５年日本国際博覧会 尼崎地区会場外駐車場等建築物の賃貸借

・契約の相手方  大和リース株式会社

・契約金額    ２０８，７８０，０００円（税込）

・契約日     ２０２３年１１月１０日

・契約期間    ２０２３年１１月１０日～２０２６年１月３１日

（70）２０２５年日本国際博覧会 舞洲会場外(パーク＆ライド)駐車場シャトルバス運行業

務委託

・契約の相手方  大阪市高速電気軌道株式会社

・契約金額    １，９７９，１７１，９２０円（税込）

・契約日     ２０２３年１１月１３日

・契約期間    ２０２３年１１月１３日～２０２５年１０月３１日

（71）２０２５年日本国際博覧会テレビ CM･新聞広告による入場券プロモーション業務

(2023年度)

・契約の相手方  株式会社日本経済社

・契約金額    ２７９，７３０，０００円（税込）

・契約日     ２０２３年１１月１３日

・契約期間    ２０２３年１１月１３日～２０２４年４月３０日

（72）２０２５年日本国際博覧会 公式参加者催事業務(基本契約)

・契約の相手方  JCD・電通ライブ共同企業体

・契約金額    ４５３，２３７，０００円（税込）

・契約日     ２０２３年１１月１３日

・契約期間    ２０２３年１１月１３日～２０２５年１１月２８日

（73）２０２５年日本国際博覧会 施設整備事業(休憩所他)ギャラリー工事(建設工事)

・契約の相手方  株式会社藤井工業

・契約金額    ４０９，７５０，０００円（税込）

・契約日     ２０２３年１１月１７日

・契約期間    ２０２３年１１月１７日～２０２４年１２月１３日

（74）２０２５年日本国際博覧会 情報通信インフラ整備(クラウド接続環境構築保守業

務)(変更契約)

・契約の相手方  エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社

・契約金額    ２５８，４６２，８８６円（税込）

・変更金額（増額）２０４，７０９，０７６円（税込）

・契約日     ２０２３年１１月１７日

・契約期間    ２０２３年２月２日～２０２６年１月３１日

（75）２０２５年日本国際博覧会 施設整備事業(休憩所他)トイレ３工事(建設工事)

・契約の相手方  日本土木建設株式会社

・契約金額    １７７，６０６，０００(税込）
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・契約日     ２０２３年１１月２８日

・契約期間    ２０２３年１１月２８日～２０２５年１月１７日

（76）２０２５年日本国際博覧会 施設整備事業(休憩所他)休憩所２工事(建設工事)

・契約の相手方  株式会社住建トレーディング

・契約金額    ４２４，１１８，８３５円（税込）

・契約日     ２０２３年１１月２８日

・契約期間    ２０２３年１１月２８日～２０２４年１２月１３日

（77）２０２５年日本国際博覧会 情報通信インフラ整備(構築工事業務)(変更契約)

・契約の相手方  エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社

・契約金額    ２，４９７，５４７，４２６円（税込）

・変更金額（増額）１７８，７４４，１９２円（税込）

・契約日     ２０２３年１１月２８日

・契約期間    ２０２３年１０月１日～２０２４年９月３０日

（78）２０２５年日本国際博覧会 施設整備事業ウォータープラザ・つながりの海の水質改

善設備工事

・契約の相手方  株式会社鶴見製作所

・契約金額    １１４，０１５，０００円（税込）

・契約日     ２０２３年１２月１日

・契約期間    ２０２３年１２月１日～２０２５年２月２８日

（79）２０２５年日本国際博覧会 桜島駅シャトルバス仮設乗降場整備工事（工事請負）

・契約の相手方  大鉄工業株式会社・ジェイアール西日本コンサルタンツ株式会社グルー

         プ

・契約金額    ３８３，１３５，５００円（税込）

・契約日     ２０２３年１２月８日

・契約期間    ２０２３年１２月８日～２０２６年２月２７日

（80）２０２５年日本国際博覧会 桜島駅シャトルバス仮設乗降場整備工事（賃貸借）

・契約の相手方  大鉄工業株式会社・ジェイアール西日本コンサルタンツ株式会社グルー

         プ

・契約金額    １１４，０６４，５００円（税込）

・契約日     ２０２３年１２月８日

・契約期間    ２０２３年１２月８日～２０２６年２月２７日

（81）２０２５年日本国際博覧会万博 ICT-PFサービス提供業務委託(変更契約）

・契約の相手方  エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社

・契約金額    ２，８２７，６５８，４２１円（税込）

・変更金額（増額）２８８，８７７，７３７円（税込）

・契約日     ２０２３年１２月２５日

・契約期間    ２０２２年１１月２２日～２０２５年１２月３１日

（82）｢２０２５年日本国際博覧会ゲート機器調達業務｣の契約締結について（機器設置）

・契約の相手方  ぴあ・GF共同企業体

・契約金額    １３４，００７，６１０円（税込）

・契約日     ２０２３年１２月２５日
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・契約期間    ２０２３年１２月２５日～協議の上定める

（83）２０２５年日本国際博覧会 施設整備事業ＰＷ西工区(工事請負)(変更契約)

・契約の相手方  竹中工務店・南海辰村建設・竹中土木共同企業体・株式会社昭和設計

・契約金額    ２３，８２３，８００，０００円（税込）

・変更金額（増額）５３９，０００，０００円（税込）

・契約日     ２０２３年１２月２６日

・契約期間    ２０２３年４月１８日～２０２５年２月２８日

（84）2025年日本国際博覧会 施設整備事業 大催事場(建設工事)(変更契約)

・契約の相手方  大成建設株式会社・株式会社昭和設計

・契約金額    ８，１５１，４７１，１００円（税込）

・変更金額（増額）１，２６９，９５９，１００円（税込）

・契約日     ２０２３年１２月２６日

・契約期間    ２０２３年１２月１日～２０２５年２月２８日

（85）令和４年度補正大阪・関西万博日本政府出展事業(経済産業省からの受託事業)(変更

契約)

・契約の相手方  経済産業省

・契約金額    ３，６５３，７４５，６６２円（税込）

・変更金額（増額）６５３，８２４，５１２円（税込）

・契約日     ２０２３年１２月２６日

・契約期間    ２０２４年１月１日～２０２４年３月３１日

（86）２０２５年日本国際博覧会 施設整備事業ＰＷ北東工区(工事請負)(変更契約)

・契約の相手方  大林組･大鉄工業･TSUCHIYA共同企業体･株式会社安井建築設計事務所

・契約金額    ２２，４９３，１３０，０００円（税込）

・変更金額（増額）１，５６４，５３０，０００円（税込）

・契約日     ２０２３年１２月２７日

・契約期間    ２０２３年４月２１日～２０２５年２月２８日

（87）２０２５年日本国際博覧会会場で使用する非化石電気調達業務(2024年度）

・契約の相手方  大阪瓦斯株式会社

・契約金額    ３７０，０２４，８２２円（税込）

・契約日     ２０２３年１２月２７日

・契約期間    ２０２４年３月２５日～２０２５年３月２４日

（88）令和 5年度２０２５年日本国際博覧会｢日本政府館｣CLT発注等業務

・契約の相手方  一般社団法人日本 CLT協会

・契約金額    ３７２，４８６，９１９円（税込）

・契約日     ２０２３年１２月２７日

・契約期間    ２０２４年１月１日～２０２４年３月２９日

（89）２０２５年日本国際博覧会 施設整備事業小催事場(建設工事)(変更契約)

・契約の相手方  鴻池・安井・平田晃久グループ

・契約金額    ４，２７９，１８４，７９０円（税込）

・変更金額（増額）２，７７７，６８４，７９０円（税込）

・契約日     ２０２３年１２月２８日
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・契約期間    ２０２３年１０月２０日～２０２５年１月３１日

（90）２０２５年日本国際博覧会 夢洲第１交通ターミナル運行情報サイネージ等管理シス

テムサービス提供業務（システム開発）

・契約の相手方  東京センチュリー・パナソニックコネクト・WillSmart・都築電気コン

ソーシアム

・契約金額    ４８１，２７４，６５３円（税込）

・契約日     ２０２３年１２月２８日

・契約期間    ２０２３年１２月２８日～２０２５年１２月３１日

（91）２０２５年日本国際博覧会桜島交通ターミナル警備業務

・契約の相手方  日本管財株式会社

・契約金額    １，３３４，３００，０００円（税込）

・契約日     ２０２４年１月９日

・契約期間    ２０２４年１月９日～２０２５年１１月３０日

（92）２０２５年日本国際博覧会 夢洲身障者駐車場等警備業務

・契約の相手方  2025 年日本国際博覧会 夢洲身障者駐車場警備共同企業体

・契約金額    １，０８４，６００，０００円（税込）

・契約日     ２０２４年１月９日

・契約期間    ２０２４年１月９日～２０２５年１１月３０日

（93）２０２５年日本国際博覧会 堺地区会場外駐車場警備業務

・契約の相手方  株式会社ブレイブアクト JV

・契約金額    ９６８，０００，０００円（税込）

・契約日     ２０２４年１月９日

・契約期間    ２０２４年１月９日～２０２５年１１月３０日

（94）２０２５年日本国際博覧会 舞洲地区会場外駐車場警備業務(その１)

・契約の相手方  2025 年日本国際博覧会 舞洲地区会場外駐車場(その１)警備共同企業体

・契約金額    ９０４，２００，０００円（税込）

・契約日     ２０２４年１月９日

・契約期間    ２０２４年１月９日～２０２５年１１月３０日

（95）２０２５年日本国際博覧会 舞洲地区会場外駐車場警備業務（その２）

・契約の相手方  テイケイ株式会社

・契約金額    ５４０，２１６，６００円（税込）

・契約日     ２０２４年１月９日

・契約期間    ２０２４年１月９日～２０２５年１１月３０日

（96）２０２５年日本国際博覧会 尼崎地区会場外駐車場警備業務

・契約の相手方  株式会社ブレイブアクト JV

・契約金額    ５９６，０９０，０００円（税込）

・契約日     ２０２４年１月９日

・契約期間    ２０２４年１月９日～２０２５年１１月３０日

（97）２０２５年日本国際博覧会 来場者サービス実施計画策定・実施運営業務

・契約の相手方  ＴＳＰ太陽・ＴＯＰＰＡＮ共同企業体
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・契約金額    ５，８４９，１７７，５２７円（税込）

・契約日     ２０２４年１月９日

・契約期間    ２０２４年１月９日～２０２５年１２月２２日

（98）関係者入場証登録システム構築業務（システム構築）

・契約の相手方  パナソニックコネクト株式会社

・契約金額    ３２０，７４９，０００円（税込）

・契約日     ２０２４年１月１０日

・契約期間    ２０２４年１月１０日～２０２５年１２月３１日

（99）関係者入場証登録システム構築業務（本番運用・保守）

・契約の相手方  パナソニックコネクト株式会社

・契約金額    １０４，９５１，０００円（税込）

・契約日     ２０２４年１月１０日

・契約期間    ２０２４年１月１０日～２０２５年１２月３１日

（100）２０２５年日本国際博覧会 施設整備事業(休憩所他)休憩所３工事(建設工事)

・契約の相手方  株式会社シマ

・契約金額    ４１４，３３０，１８０円（税込）

・契約日     ２０２４年１月１２日

・契約期間    ２０２４年１月１２日～２０２４年１２月１３日

（101）２０２５年日本国際博覧会 催事施設(日本伝統文化エリア・ギャラリー)運営管理業

務（Bグループ）基本契約

・契約の相手方  博報堂プロダクツ・TOPPAN共同企業体

・契約金額    ３１９，５２４，７００円（税込）

・契約日     ２０２４年１月１６日

・契約期間    ２０２４年１月１６日～２０２５年１１月３０日

（102）２０２５年日本国際博覧会 催事施設(屋外イベント広場)運営管理業務(Cグループ)

基本契約

・契約の相手方  博報堂プロダクツ・TOPPAN共同企業体

・契約金額    ４５７，５３８，５１０円（税込）

・契約日     ２０２４年１月１６日

・契約期間    ２０２４年１月１６日～２０２５年１１月３０日

（103）２０２５年日本国際博覧会 催事施設(メッセ)運営管理業務(Dグループ)基本契約

・契約の相手方  ㈱読広クロスコム

・契約金額    １４６，６８７，０９０円（税込）

・契約日     ２０２４年１月１６日

・契約期間    ２０２４年１月１６日～２０２５年１１月３０日

（104）２０２５年日本国際博覧会 施設整備事業(休憩所他)休憩所１工事(建設工事)

・契約の相手方  住建・加藤建設工事共同企業体

・契約金額    ４６７，７４２，０００円（税込）

・契約日     ２０２４年１月１９日

・契約期間    ２０２４年１月１９日～２０２４年１２月１３日
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（105）令和５年度補正大阪・関西万博安全確保事業(経済産業省からの受託事業)

・契約の相手方  経済産業省

・契約金額    １７，４０７，８７２，８０６円（税込）

・契約日     ２０２４年１月２２日

・契約期間    ２０２４年１月２２日～２０２６年１月３０日

（106）２０２５年日本国際博覧会 イベント警備実施業務

・契約の相手方  綜合警備保障株式会社

・契約金額    １，０９１，６４５，１７３円（税込）

・契約日     ２０２４年２月１日

・契約期間    ２０２４年２月１日～２０２５年１０月１３日

（107）２０２５年日本国際博覧会 施設警備実施業務

・契約の相手方  綜合警備保障株式会社

・契約金額    ４，３４５，０００，０００円（税込）

・契約日     ２０２４年２月１日

・契約期間    ２０２４年２月１日～２０２５年１１月３０日

（108）２０２５年日本国際博覧会 全催事施設統括管理業務及び催事施設（大催事・小催事・

小規模ステージ）運営管理業務（Aグループ）基本契約

・契約の相手方  ㈱電通ライブ・㈱JTBコミュニケーションデザイン共同企業体

・契約金額    １，３６６，３６２，７３４円（税込）

・契約日     ２０２４年２月１日

・契約期間    ２０２４年２月１日～２０２５年１１月３０日

（109）２０２５年日本国際博覧会 来場者輸送に係る交通運営本部体制運営業務委託

・契約の相手方  東武トップツアーズ 阪急交通社 共同企業体

・契約金額    １，０６５，４７０，２１５円（税込）

・契約日     ２０２４年２月６日

・契約期間    ２０２４年２月６日～２０２５年１０月３１日

（110）２０２５年日本国際博覧会 施設整備事業 GW工区(工事請負)(変更契約）

・契約の相手方  鹿島建設・飛島建設共同企業体

・契約金額    １２，８３１，１２８，６７７円（税込）

・変更金額（増額）３，２４９，５２７，３１２円（税込）

・契約日     ２０２４年２月７日

・契約期間    ２０２３年７月３１日～２０２５年２月２８日

（111）２０２５年日本国際博覧会 施設整備事業 PW北東工区(工事請負）(変更契約）

・契約の相手方  大林組･大鉄工業･TSUCHIYA共同企業体･株式会社安井建築設計事務所

・契約金額    ２４，９４６，６１９，５００円（税込）

・変更金額（増額）２，４５３，４８９，５００円（税込）

・契約日     ２０２４年２月１３日

・契約期間    ２０２３年４月２１日～２０２５年２月２８日

（112）２０２５年日本国際博覧会夢洲乗降用仮設浮桟橋設置および撤去並びに浮桟橋等運

用業務(賃貸借契約)

・契約の相手方  特定非営利活動法人大阪水上安全協会
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・契約金額    ２４５，５２０，０００円（税込）

・契約日     ２０２４年２月１５日

・契約期間    ２０２４年２月１５日～２０２５年１０月３１日

（113）２０２５年日本国際博覧会施設整備事業(PW西工区)A18・A43・A45パビリオン(建設

工事)

・契約の相手方  竹中工務店・南海辰村建設・竹中土木共同企業体・株式会社昭和設計

・契約金額    １，２０４，５００，０００円（税込）

・契約日     ２０２４年２月２２日

・契約期間    ２０２４年２月２２日～２０２４年１０月３１日

（114）２０２５年日本国際博覧会施設整備事業(PW西工区)A18・A43・A45パビリオン（解

体撤去工事）

・契約の相手方  竹中工務店・南海辰村建設・竹中土木共同企業体・株式会社昭和設計

・契約金額    １６９，１８０，０００円（税込）

・契約日     ２０２４年２月２２日

・契約期間    ２０２４年２月２２日～２０２７年２月２８日

（115）２０２５年日本国際博覧会 会場基盤整備工事その６(変更契約）

・契約の相手方  熊谷組・ガイアート共同企業体

・契約金額    １，４３２，０９９，９００円（税込）

・変更金額（増額）４４２，３１９，９００円（税込）

・契約日     ２０２４年２月２６日

・契約期間    ２０２２年６月２４日～２０２４年１０月３１日

（116）２０２５年日本国際博覧会 夢洲交通ターミナル警備業務

・契約の相手方  株式会社エムズジャパンセキュリティ

・契約金額    ２，１８２，４００，０００円（税込）

・契約日     ２０２４年２月２６日

・契約期間    ２０２４年２月２６日～２０２５年１１月３０日

（117）２０２５年日本国際博覧会入場券販売関連システムサービス提供業務委託(変更契

約）

・契約の相手方  ぴあ・GF・JCD共同企業体

・契約金額    ３，１２６，９５５，６００円（税込）

・変更金額（増額）１２９，９２７，６００円（税込）

・契約日     ２０２４年２月２９日

・契約期間    ２０２２年５月２０日～２０２５年１２月３１日

（118）２０２５年日本国際博覧会 EVバス充電器設置等業務その１

（充電器設備設置、高圧受変電設備設置及び配線等敷設）

・契約の相手方  ダイヘン・スズカ電工特定建設共同企業体

・契約金額    ２３０,６６６,５９０円（税込）

・契約日     ２０２４年３月１日

・契約期間    ２０２４年３月１日～２０２６年３月３１日

（119）２０２５年日本国際博覧会 施設整備事業 (休憩所他)展示施設工事(建設工事)

・契約の相手方  株式会社三田工務店
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・契約金額    ７４７，３１８，０００円（税込）

・契約日     ２０２４年３月１日

・契約期間    ２０２４年３月１日～２０２４年１２月１３日

（120）情報セキュリティ（ゼロトラスト環境構築）保守・運用にかかる業務委託

・契約の相手方  西日本電信電話株式会社

・契約金額    ３３１，９０３，０００円（税込）

・契約日     ２０２４年３月１日

・契約期間    ２０２４年３月１日～２０２５年１２月３１日

（121）２０２５年日本国際博覧会 施設整備事業 PW南東工区（工事請負）(変更契約)

・契約の相手方  清水・東急・村本・青木あすなろ共同企業体

・契約金額    ２３，５６８，６６１，９２２円（税込）

・変更金額（増額）２，４０９，８８９，８９２円（税込）

・契約日     ２０２４年３月４日

・契約期間    ２０２３年４月１９日～２０２５年２月２８日

（122）２０２５年日本国際博覧会 情報通信インフラ整備業務（構築業務）(変更契約)

・契約の相手方  エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社

・契約金額    ２，７０８，７４７，４２６円（税込）

・変更金額（増額）２１１，２００，０００円（税込）

・契約日     ２０２４年３月７日

・契約期間    ２０２３年１０月１日～２０２４年９月３０日

（123）２０２５年日本国際博覧会 施設整備事業 PW北東工区（工事請負）(変更契約)

・契約の相手方  大林組･大鉄工業･TSUCHIYA共同企業体･株式会社安井建築設計事務所

・契約金額    ２７，８０４，６１９，７００円（税込）

・変更金額（増額）２，８５８，０００，２００円（税込）

・契約日     ２０２４年３月１１日

・契約期間    ２０２３年４月２１日～２０２５年２月２８日

（124）２０２５年日本国際博覧会 施設整備事業 PW西工区（工事請負）(変更契約)

・契約の相手方  竹中工務店・南海辰村建設・竹中土木共同企業体・株式会社昭和設計

・契約金額    ２７，３４４，７７９，０００円（税込）

・変更金額（増額）３，５２０，９７９，０００円（税込）

・契約日     ２０２４年３月１１日

・契約期間    ２０２３年４月１８日～２０２５年２月２８日

（125）２０２５年日本国際博覧会 会場内警備カメラ等ネットワーク構築及び放送スピー

カー設置工事（基本協定）

・契約の相手方  エヌ・ティ・ティコミュニケーションズ株式会社

・契約金額    １，４４１，０００，０００円（税込）

・契約日     ２０２４年３月１３日

・契約期間    ２０２４年３月１３日～２０２５年１２月３１日

（126）２０２５年日本国際博覧会 会場内警備カメラサービス構築業務

（機器調達（カメラ本体、サーバー、映像確認関連機器 等）及び設置工事等）

・契約の相手方  セコム株式会社
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・契約金額    ３８６，９８０，０００円（税込）

・契約日     ２０２４年３月１５日

・契約期間    ２０２４年３月１５日～２０２５年３月３１日

（127）２０２５年日本国際博覧会施設整備事業（ＰＷ西工区）A1 10 パビリオン(建設工事)

・契約の相手方  竹中工務店・南海辰村建設・竹中土木共同企業体・株式会社昭和設計

・契約金額    ５２７，８３５，０００円（税込）

・契約日     ２０２４年３月２１日

・契約期間    ２０２４年３月２１日～２０２４年１１月８日

（128）２０２５年日本国際博覧会 施設整備事業 テーマ館「いのちを守る」河瀬Ｐ（建設

工事）(変更契約)

・契約の相手方  村本建設・SUO・平岩構造・総合設備グループ

・契約金額    ３６３，６５３，４００円（税込）

・変更金額（増額）３０４，０９５，０００円（税込）

・契約日     ２０２４年３月２５日

・契約期間    ２０２３年１２月８日～２０２４年１２月２８日

（129）２０２５ 年日本国際博覧会 会場外駐車場及びバスターミナル入退場予約・決済シ

ステムサービス 業務Ａ(変更契約)

・契約の相手方  タイムズ共同企業体

・契約金額    ６１９，９７５，０００円（税込）

・変更金額（増額）２５０，０００，０００円（税込）

・契約日     ２０２４年３月２５日

・契約期間    ２０２３年７月２２日～２０２５年３月３１日

（130）尼崎万博 P&R駐車場用地にかかる普通財産貸付申請書の提出および賃貸借契約

・契約の相手方  兵庫県

・契約金額    ２９６，７０９，４３５円（税込）

・契約日     ２０２４年３月２７日

・契約期間    ２０２４年４月１日～２０２６年２月２８日

（131）２０２５年日本国際博覧会 施設整備事業 テーマ館「いのちを知る」福岡 P（建

設工事）(変更契約)

・契約の相手方  鹿島建設・NHAグループ

・契約金額    １，７０９，９５０，０００円（税込）

・変更金額（増額）１１５，１７０，０００円（税込）

・契約日     ２０２４年３月２７日

・契約期間    ２０２３年１１月１７日～２０２５年２月２８日

（132）ＩＣＴプロジェクト管理業務及び技術支援業務②（基本契約）

・契約の相手方  日本システム技術株式会社

・契約金額    ３４３，２００，０００円（税込）

・契約日     ２０２４年３月２８日

・契約期間    ２０２４年４月１日～２０２６年３月３１日

（133）ＩＣＴプロジェクト管理業務及び技術支援業務④（基本契約）

・契約の相手方  パナソニックコネクト株式会社
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・契約金額    １００，３２０，０００円（税込）

・契約日     ２０２４年３月２８日

・契約期間    ２０２４年４月１日～２０２６年３月３１日

（134）２０２５年日本国際博覧会 ゲート警備実施業務（概算契約）

・契約の相手方  2025 年日本国際博覧会 ゲート警備共同企業体

・契約金額    ６，５４５，０００，０００円（税込）

・契約日     ２０２４年３月２９日

・契約期間    ２０２４年３月２９日～２０２５年１０月１３日

（135）２０２５年日本国際博覧会 会場警備実施業務

・契約の相手方  2025 年日本国際博覧会 会場警備共同企業体

・契約金額    ５，３５６，２６２，２１２円（税込）

・契約日     ２０２４年３月２９日

・契約期間    ２０２４年３月２９日～２０２５年１０月１３日

（136）ＩＣＴプロジェクト管理業務及び技術支援業務①（基本契約）

・契約の相手方  株式会社Ｄｉｒｂａｔｏ

・契約金額    ４９１，９３７，６００円（税込）

・契約日     ２０２４年３月３１日

・契約期間    ２０２４年４月１日～２０２６年３月３１日

（137）ＩＣＴプロジェクト管理業務及び技術支援業務③（基本契約）

・契約の相手方  株式会社ＡＧＥＳＴ

・契約金額    １３９，９４６，４００円（税込）

・契約日     ２０２４年３月３１日

・契約期間    ２０２４年４月１日～２０２６年３月３１日

（138）阪急阪神ホテルズとの賃貸借契約締結について

・契約の相手方  株式会社阪急阪神ホテルズ

・契約金額    ６３４，２７７，３２３円（税込）

・契約日     ２０２４年３月３１日

・契約期間    ２０２５年２月１５日～２０２５年１１月３０日

９ 資金の確保
（１）寄附金収入       １１，８５８，１２３，３８９円

  1 一般寄附金             ３４，９６０，０００円

2 特別寄附金      １１，８２３，１６３，３８９円

  ※現物寄附は除く

（２）補助金収入         １８，２７６，５２６，３７５円

1 国庫補助金           ９，１００，０２９，９５７円

2 地方公共団体補助金等  ９，１００，０２９，９５７円

3 民間補助金          ７６，４６６，４６１円
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事業報告書の附属明細書

 ２０２３年度事業報告（２０２３年４月１日から２０２４年３月

３１日まで）には、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施

行規則」第３４条第３項に規定する附属明細書「事業報告の内容を補

足する重要な事項」として記載すべきことはない。
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